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１．ニーズ
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○ 国際航空貨物需要は、アジア域内及びアジア・欧米間において特に高い伸びが予測されている。

○ 日本発着の国際航空貨物需要についても、中長期的には増加が予測されているものの、人口減少社会の到来、日本企業の
生産拠点の海外移転、燃油価格の高騰等により、将来の見通しについては不透明感が強まっている。

○ 世界・アジアの航空物流における日本発着貨物の位置づけは、長期的に低下していくことが懸念されている。

【１．ニーズ】 世界・アジア・日本の航空貨物需要動向

備考：関西国際空港開港以前は大阪国際空港における貨物量、中部国際空港開港以前は名古屋空港における貨物量を示す。
貨物量は直送・継越を含む。
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世界各国の航空貨物輸送実績の伸び率(1994-2006)
〔国内・国際合計，トンキロベース〕
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【１．ニーズ】 世界各国の航空貨物輸送実績の推移

備考：1994年を100%とした場合のパーセンテージを示す。

資料：「Annual Report of the Council」（ICAO）より国土交通省航空局作成

○ 中国の航空貨物輸送実績は、過去約１０年間で４倍以上の高い伸びを示している。
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【IATA加盟航空会社の国際航空貨物輸送トンキロ上位１０社の変遷】

事業者名 輸送量 事業者名 輸送量 事業者名 輸送量 事業者名 輸送量 事業者名 輸送量

1 日本航空 2,402 ルフトハンザ航空 4,001 ルフトハンザ航空 5,812 ルフトハンザ航空 7,096 大韓航空 9,498

2 ルフトハンザ航空 2,391 エアフランス 3,276 エアフランス 4,363 大韓航空 6,357 ルフトハンザ航空 8,336

3 エアフランス 2,256 日本航空 3,238 大韓航空 4,233 シンガポール航空 6,020 キャセイパシフィック航空 8,225

4 フライングタイガー 1,871 フェデラルエクスプレス 2,783 シンガポール航空 3,666 エアフランス 4,968 シンガポール航空 7,945

5 KLMオランダ航空 1,396 英国航空 2,257 KLMオランダ航空 3,612 英国航空 4,555 フェデラルエクスプレス 6,470

6 英国航空 1,137 KLMオランダ航空 2,124 日本航空 3,509 フェデラルエクスプレス 4,456 中華航空 6,301

7 大韓航空 1,055 シンガポール航空 1,696 英国航空 3,196 日本航空 4,321 エアフランス 6,123

8 シンガポール航空 981 キャセイパシフィック航空 1,415 キャセイパシフィック航空 2,790 キャセイパシフィック航空 4,108 エミレーツ航空 5,497

9 ノースウエスト航空 742 ノースウエスト航空 1,171 フェデラルエクスプレス 2,589 KLMオランダ航空 3,964 カーゴルクス 5,482

10 アリタリア航空 732 アリタリア航空 1,139 ノースウエスト航空 1,850 カーゴルクス 3,523 UPS 5,077

27　日本貨物航空 190 12　日本貨物航空 872 13　日本貨物航空 1,556 13　日本貨物航空 2,186 14　日本航空 4,269

28　全日本空輸 589 25　全日本空輸 1,121 25　日本貨物航空 1,836

28　全日本空輸 1,477

　　年
順位

1985 1990

単位：百万トンキロ

1995 2000 2007

【国際貨物取扱量上位１０空港の変遷】

1 成田 香港啓徳 香港啓徳 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ

2 香港啓徳 成田 成田 成田 成田 成田 成田 成田 成田 成田 成田 ｿｳﾙ 仁川 ｿｳﾙ 仁川

3 ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｿｳﾙ 仁川 ｿｳﾙ 仁川 ｿｳﾙ 仁川 ｿｳﾙ 仁川 成田 成田

4 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｿｳﾙ 金浦 ｿｳﾙ 金浦 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ

5 ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｿｳﾙ 金浦 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ

6 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ

7 ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ｿｳﾙ 金浦 ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ｿｳﾙ 金浦 ﾏｲｱﾐ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾏｲｱﾐ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ 台北 台北 台北 ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ 上海 浦東

8 ｿｳﾙ 金浦 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ 台北 ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ 上海 浦東 ｱﾝｶﾚｯｼﾞ

9 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ﾏｲｱﾐ 台北 ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ 上海 浦東 台北 ﾏｲｱﾐ

10 ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ

20071995 1996 1997 1998
　　年
順位

出典： ACI Worldwide Airport Traffic Report

2003 2004 2005 20061999 2000 2001 2002

資料：「World Airport Traffic Report」（ACI）より国土交通省航空局作成

【１．ニーズ】 日本の空港・航空会社の相対的地位の低下

○ 成田空港の国際貨物取扱量は、２００６年に仁川空港に抜かれ、現在は世界第３位である。

○ アジアを始めとする世界の航空会社の輸送量は、我が国の航空会社を上回る伸びを示している。

資料：「World Air Transport Statistics」（IATA）より国土交通省航空局作成
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【１．ニーズ】 日本発着貨物の海外トランジット ～東アジア・トランジットの拡大～

海外トランジット率の推移 海外トランジット地域の変化（輸出） 海外トランジット地域の変化（輸入）

資料：「国際航空貨物動態調査」（国土交通省）より
国土交通省航空局作成

写真：仁川国際空港
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○ 日本発着貨物の海外トランジット率は、１９９９年以降、３０％前後を推移している。

○ 海外トランジット地域に関しては、韓国を始めとする東アジアのシェアの高さと拡大が目立っている。
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備考：日本発着貨物のうち、東アジア各国でトランジットしている貨物の件数を示す。
資料：「国際航空貨物動態調査」（国土交通省）より国土交通省航空局作成

［輸出］ ［輸入］

（件）
（件）

【１．ニーズ】 日本発着貨物の海外トランジット ～韓国・トランジットの拡大～
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○ 東アジアの中でも、特に韓国におけるトランジットの拡大が顕著である。

東アジアにおける日本発着貨物のトランジット件数（国別）
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全輸送モードについて

○日本の国・地域別貿易額は、中国、ＡＳＥＡＮの伸びが顕著。

○2007年の輸出入額を国・地域別で見た場合、アメリカを抜き、中国が最大。

＜輸出入総額＞ ①中国 32.6兆円 （うち航空：9.9兆円 <30.3%>）
②アメリカ 25.2兆円 （うち航空：8.6兆円 <34.1%>）
③ＡＳＥＡＮ 20.4兆円 （うち航空：6.0兆円 <29.5%>）
④ＥＵ 20.1兆円 （うち航空：7.6兆円 <37.8%>）
⑤ 韓国 9.6兆円 （うち航空：2.9兆円 <29.9%>）

＜輸出入総額＞ ①中国 32.6兆円 （うち航空：9.9兆円 <30.3%>）
②アメリカ 25.2兆円 （うち航空：8.6兆円 <34.1%>）
③ＡＳＥＡＮ 20.4兆円 （うち航空：6.0兆円 <29.5%>）
④ＥＵ 20.1兆円 （うち航空：7.6兆円 <37.8%>）
⑤ 韓国 9.6兆円 （うち航空：2.9兆円 <29.9%>）

備考：（ ）内は対前年度比（％）、＜ ＞内は航空の割合（%）
中国には香港を含む。
ＡＳＥＡＮはインドネシア、フィリピン、ベトナム、タイ、ミャンマー、マレーシア、カンボジア、ラオス、シンガポール、ブルネイの１０カ国。

資料：「貿易統計」（財務省）より国土交通省航空局作成

輸出入総額
157.1兆円
（うち航空：
42.4兆円

<27.0%>）

輸出入総額輸出入総額
157.1157.1兆円兆円
（うち航空：（うち航空：
42.442.4兆円兆円

<27.0%><27.0%>））

輸出 83.9兆円 （+11.6%）
（うち航空：24.4兆円<29.0%>）

輸出輸出 83.983.9兆円兆円 （（++11.611.6%%））
（うち航空：（うち航空：2244..44兆円兆円<<29.029.0%>%>））

①中国 17.4兆円 （+15.8%） （うち航空： 6.6兆円<38.2%>）
②アメリカ 16.9兆円 （-0.2%） （うち航空： 4.2兆円<24.9%>）
③ＡＳＥＡＮ 10.2兆円 （+15.4%） （うち航空： 3.7兆円<36.1%>）
④ＥＵ 12.4兆円 （+13.4%） （うち航空： 3.9兆円<31.1%>）
⑤韓国 6.4兆円 (+9.1%) (うち航空： 1.9兆円 <30.3%>）

①中国 17.4兆円 （+15.8%） （うち航空： 6.6兆円<38.2%>）
②アメリカ 16.9兆円 （-0.2%） （うち航空： 4.2兆円<24.9%>）
③ＡＳＥＡＮ 10.2兆円 （+15.4%） （うち航空： 3.7兆円<36.1%>）
④ＥＵ 12.4兆円 （+13.4%） （うち航空： 3.9兆円<31.1%>）
⑤韓国 6.4兆円 (+9.1%) (うち航空： 1.9兆円 <30.3%>）

輸入 73.1兆円 （+8.6%）
（うち航空：18.0兆円<24.6%>）

輸入輸入 73.173.1兆円兆円 （（++8.68.6%%））
（うち航空：（うち航空：18.018.0兆円兆円<<24.624.6%>%>））

①中国 15.2兆円 （+8.9%） （うち航空： 3.2兆円<21.3%>）
②ＡＳＥＡＮ 10.2兆円 （+9.7%） （うち航空： 2.3兆円<22.7%>）
③アメリカ 8.3兆円 （+ 5.4%） （うち航空： 4.4兆円<52.7%>）
④ＥＵ 7.7兆円 （+ 9.7%） （うち航空： 3.7兆円<48.6%>）

⑧韓国 3.2兆円 (+1.0%) (うち航空： 0.9兆円<29.1%>）

①中国 15.2兆円 （+8.9%） （うち航空： 3.2兆円<21.3%>）
②ＡＳＥＡＮ 10.2兆円 （+9.7%） （うち航空： 2.3兆円<22.7%>）
③アメリカ 8.3兆円 （+ 5.4%） （うち航空： 4.4兆円<52.7%>）
④ＥＵ 7.7兆円 （+ 9.7%） （うち航空： 3.7兆円<48.6%>）

⑧韓国 3.2兆円 (+1.0%) (うち航空： 0.9兆円<29.1%>）

【１．ニーズ】 緊密化する東アジアとの経済交流（全輸送モード）
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航空輸送について

○日本の国・地域別貿易額は、特に輸出において中国の伸びが顕著。

○2007年の輸出入の総額を国・地域別で見た場合、中国が最大。

＜輸出入総額＞ ① 中国 9.9兆円 (+11.4%）
② アメリカ 8.6兆円 ( +1.7%)
③ ＥＵ 7.6兆円 ( +7.2%）
④ ＡＳＥＡＮ 6.0兆円 ( +4.4%）
⑤ 台湾 3.8兆円 ( +4.8%）
⑥ 韓国 2.9兆円 ( +1.3%）

＜輸出入総額＞ ① 中国 9.9兆円 (+11.4%）
② アメリカ 8.6兆円 ( +1.7%)
③ ＥＵ 7.6兆円 ( +7.2%）
④ ＡＳＥＡＮ 6.0兆円 ( +4.4%）
⑤ 台湾 3.8兆円 ( +4.8%）
⑥ 韓国 2.9兆円 ( +1.3%）

備考：（ ）内は対前年度比（％）
中国には香港を含む。
ＡＳＥＡＮはインドネシア、フィリピン、ベトナム、タイ、ミャンマー、マレーシア、カンボジア、ラオス、シンガポール、ブルネイの１０カ国。

資料：「貿易統計」（財務省）より国土交通省航空局作成

航空貨物の
輸出入総額

42.4兆円
(+6.0%)

航空貨物の航空貨物の
輸出入総額輸出入総額

42.442.4兆円兆円
(+6.0%)(+6.0%)

輸出 24.4兆円 （+7.7%）輸出輸出 24.424.4兆円兆円 （（+7.7%+7.7%））

①中国 6.6兆円 （+16.4%）
②アメリカ 4.2兆円 (+2.2%)
③ＥＵ 3.9兆円 (+6.0%)
④ＡＳＥＡＮ 3.7兆円 (+4.8%)
⑤台湾 2.4兆円 (-9.0%)
⑥韓国 1.9兆円 (-0.2%)

①中国 6.6兆円 （+16.4%）
②アメリカ 4.2兆円 (+2.2%)
③ＥＵ 3.9兆円 (+6.0%)
④ＡＳＥＡＮ 3.7兆円 (+4.8%)
⑤台湾 2.4兆円 (-9.0%)
⑥韓国 1.9兆円 (-0.2%)

輸入 18.0兆円 (+3.7%)輸入輸入 18.018.0兆円兆円 (+3.7%)(+3.7%)
①アメリカ 4.4兆円 (+1.3%)
②EU 3.7兆円 (+8.5%)
③中国 3.2兆円 (+2.5%)
④ASEAN 2.3兆円 (+3.9%)
⑤台湾 1.4兆円 (-2.0%)
⑥韓国 0.9兆円 (+4.5%)）

①アメリカ 4.4兆円 (+1.3%)
②EU 3.7兆円 (+8.5%)
③中国 3.2兆円 (+2.5%)
④ASEAN 2.3兆円 (+3.9%)
⑤台湾 1.4兆円 (-2.0%)
⑥韓国 0.9兆円 (+4.5%)）

【１．ニーズ】 緊密化する東アジアとの経済交流（航空輸送）
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○ 我が国産業の生産拠点、流通拠点、販売拠点等が東アジアにシフトする動きが加速している。

○ 海外拠点との間で、調達、製造、販売の有機的・一体的な運営が進展している。

中国の現地法人からの輸入額

資料：「東洋経済」(東洋経済新報社)及び「海外事業活動基本調査」（経済産業省）より国土交通省航空局作成

主要部素材等

最終製品等

【１．ニーズ】 東アジア域内物流の準国内化（国際水平分業）①
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1999 2006

31,927億円

5,040億円

6.3倍へ

中国

武漢
日産自動車、沖電気工業、

明治製菓、日本通運 等

武漢
日産自動車、 日本通運

等

西安
日新 等
西安
ダイキン工業 等

成都
イトーヨーカ堂、トヨタ自動車 等

成都
イトーヨーカ堂、トヨタ自動車 等

広州
イオン、イエローハット、日新

日産自動車、ホンダ、山九、

いすゞ自動車、加ト吉、

サンスター、日本通運 等

広州
イオン、日新、 ホンダ、山九、

いすゞ自動車

等

深セン
日清食品、日立製作所（テレビ）、

アサヒビール、日本通運、山九、

日清 等

深セン
日清食品、日立製作所（テレビ）、

アサヒビール、日本通運、山九、

日清 等

天津
伊勢丹、ダイエー、キスミー、

トヨタ自動車、日本通運、山九、

日新 等

天津
伊勢丹、

トヨタ自動車、日本通運、山九、

日新 等

北京
イトーヨーカ堂、西友、愛眼

アサヒビール、いすゞ自動車、

ワコール、資生堂、 TOTO 、
日本通運、山九、日新、タイトー、

松下電器（テレビ） 等

北京
イトーヨーカ堂、愛眼、

アサヒビール、いすゞ自動車、

ワコール、資生堂、 TOTO 、
日本通運、山九、日新、タイトー、

松下電器 等

大連
サンヨー食品、東芝（テレビ）、
TOTO 、コメリ、イトキン、グンゼ
日本通運、山九、日新 等

大連
東芝（テレビ）、
TOTO 、コメリ、イトキン、グンゼ
日本通運、山九、 等

上海
伊勢丹、ローソン、青山商事、三城、ニチレイ、日清食品、アサヒビール、

サントリー、松下電器（テレビ）、ソニー（テレビ）、シャープ（洗濯機）、コダック、

花王、資生堂、ナリス、 TOTO 、ユニ・チャーム、イトキン、ワコール、グンゼ、
日本通運、山九、日新、ナムコ、日立製作所（洗濯機）、富士写真フィルム 等

上海
伊勢丹、ローソン、青山商事、三城、ニチレイ、日清食品、アサヒビール、

サントリー、松下電器、ソニー（テレビ）、シャープ（洗濯機）、

花王、資生堂、 TOTO、ユニ・チャーム、イトキン、ワコール、グンゼ、
日本通運、山九、日新、ナムコ、日立製作所（洗濯機）、富士写真フィルム 等

青島
イオン、加ト吉、ライオン、日新、

日本通運、山九 等

青島
イオン、加ト吉、ライオン、

山九 等

中国の
現地法人数〈製造業〉

日本から中国の
現地法人への輸出額
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ASEAN４の
現地法人数〈製造業〉

ASEAN4の
現地法人からの輸入額
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ASEAN４

主要部素材等

最終製品等

【１．ニーズ】 東アジア域内物流の準国内化（国際水平分業）②

タイ
ミネベア、三菱自動車、トヨタ自動車、ブリヂストン、
JEFスチール、ホンダ、住友ゴム工業、ダイキン工業、
新日本製鐵、マツダ、東レ、信越化学工業、大和工業、
日通、佐川、郵船航空サービス、近鉄エクスプレス、
山九 等

タイ
ミネベア、三菱自動車、トヨタ自動車、ブリヂストン、
JEFスチール、ホンダ、住友ゴム工業、ダイキン工業、
新日本製鐵、マツダ、東レ、信越化学工業、大和工業、
日通、佐川、郵船航空サービス、近鉄エクスプレス、
山九 等

フィリピン
富士通、旭硝子、東芝、テルモ、ジェイテクト、セイ
コーエプソン、イビデン、TDK、日本電産、ローム、ミ
ツミ電機、双葉電子工業、日立金属、富士電機、トヨ
タ自動車、日通、佐川、郵船航空サービス、近鉄エ
クスプレス、山九 等

フィリピン
富士通、旭硝子、東芝、テルモ、ジェイテクト、セイ
コーエプソン、イビデン、TDK、日本電産、ローム、ミ
ツミ電機、双葉電子工業、日立金属、富士電機、トヨ
タ自動車、日通、佐川、郵船航空サービス、近鉄エ
クスプレス、山九 等

マレーシア
日本電気硝子、東レ、日立化成工業、シャープ、
HOYA、昭和電工、松下電器産業、NECエレクトロニ
クス、日立電線、キヤノン、日通、佐川、郵船航空サー
ビス、近鉄エクスプレス、山九
等

マレーシア
日本電気硝子、東レ、日立化成工業、シャープ、
HOYA、昭和電工、松下電器産業、NECエレクトロニ
クス、日立電線、キヤノン、日通、佐川、郵船航空サー
ビス、近鉄エクスプレス、山九
等

インドネシア
三菱マテリアル、三菱化学、日本触媒、帝人、住友ゴ
ム工業、松下電器産業、ホンダ、日清紡、日通、佐川、
郵船航空サービス、山九 等

インドネシア
三菱マテリアル、三菱化学、日本触媒、帝人、住友ゴ
ム工業、松下電器産業、ホンダ、日清紡、日通、佐川、
郵船航空サービス、山九 等

資料：「海外進出企業要覧2007」（東洋経済新報社）及び「海外事業活動基本調査」（経済産業省）より国土交通省航空局作成
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NIESの
現地法人数〈製造業〉

日本からNIESの
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NIES

部素材、最終製品等
の相互輸出入

【１．ニーズ】 東アジア域内物流の準国内化（国際水平分業）③

韓国
ソニー、ロッテ、東レ、住友化学、太平洋セメント、ＨＯＹ
Ａ、太陽誘電、旭化成、ＪＥＦスチール、アーク、アサヒ
ビール、アルプス電気、新日鐵化学、旭硝子、大塚製
薬、日本精工、日通、佐川、近鉄エクスプレス、郵船航
空サービス、山九 等

台湾
凸版印刷、東芝、ホンダ、住友化学、昭和電工、松下
電器産業、三越、旭硝子、三菱自動車、淀川製鋼所、
双葉電子工業、ＨＯＹＡ、ファナック、日通、佐川、近鉄
エクスプレス、郵船航空サービス、
等

香港
ユニデン、セイコーエプソン、日清食品、マブチモーター、
三洋電機、ウッドワン、アーク、オリンパス、東レ、中国
塗料、日通、佐川、近鉄エクスプレス、郵船航空サービ
ス、山九 等

シンガポール
日立製作所、三洋電機、デンソー、サトー、YKK、石原産業、
NECエレクトロニクス、高島屋、クラレ、キャノン、花王、セイ
コーエプソン、日通、佐川、近鉄エクスプレス、郵船航空
サービス、山九 等

資料：「海外進出企業要覧2007」（東洋経済新報社）及び「海外事業活動基本調査」（経済産業省）より国土交通省航空局作成
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成田空港
（２００６年度）

仁川空港
（２００６年）

輸送実績（千トン） その他

北米発東南アジア向け

北米発中国向け

東南アジア発欧州向け

中国発欧州向け

他国発日本向け

日本発他国向け

東南アジア発北米向け

中国発北米向け

自国発着貨物

　成田空港は日本出入航空貨物路線別取扱

実績より、仁川空港は仁川空港公表資料よ

り作成した。

　継越貨物の発着地域は「平成18年度トラン

ジット貨物検討会」における各空港の自国航

空会社の取扱実績を基に方面別の構成比を

割り出し、各空港の年度実績に置き換えて作

成した。

　【各空港の対象会社】

　　成田：JAL、ANA、NCA

　　仁川：大韓航空、アシアナ航空

81％

52％
注記事項

6％

4％

9％

16％

9％

11％

12％

【１．ニーズ】 成田空港と仁川空港における際々トランジット

○ 中国・北米間の需給逼迫に伴い、中国発北米向け貨物の一部は、成田空港、仁川空港等の経由便に流入している。

○ 中国・東南アジア発欧米向けの貨物は、成田空港の貨物の約１割、仁川空港の貨物の約３割を占めている。

○ 成田・関空・中部における国際トランジット貨物の割合は約２割に留まるのに対して、仁川空港における国際トランジット貨物

の割合は約５割という高い水準を推移している。

備考：

成田空港のトランジット率は「日本出入航空貨物路線別取扱実
績」（国土交通省）をもとに、仁川空港のトランジット率は仁川
空港ＨＰ資料をもとに作成。

トランジット貨物の発着地域は、「東アジア地域の主要空港に
おける国際航空貨物の流動実態に関する調査」（国土交通省）
より、両空港の自国航空会社取扱実績の方面別構成比をもと
に作成。

【対象航空会社】

成田空港：日本航空、全日本空輸、日本貨物航空

仁川空港：大韓航空、アシアナ航空
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資料：「TRAFFIC BY FLIGHT ＳＴＡＧＥ」（ＩＣＡＯ）より国土交通省航空局作成

○ アジアの中でも特に中国発着の国際航空貨物は、急速な経済成長を追い風として、年率６～１０％の高い伸びが見込まれて
いる。

○ 主要路線である中国・北米間において、航空貨物輸送の供給スペースは増加しているものの、東航の貨物便の貨物搭載率
（ロードファクター）は８０％以上の高水準を維持しており、需給の逼迫状況が続いている。

○ 一方、西航の貨物便の貨物搭載率は５０％前後に留まっており、片荷傾向が生じている。

【１．ニーズ】 中国発着貨物の国際流動実態

日本、中国、米国間の貨物便ロードファクター
（東航）

日本、中国、米国間の貨物便ロードファクター
（西航）
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資料：「日本出入航空貨物路線別取扱
実績」（国土交通省）

【１．ニーズ】 日本における際々トランジット貨物量の推移
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○ フォワーダー、インテグレーター及び郵便事業者は、クーリエ（書類等）、スモール・パッケージ（製品サンプル、部品等）と

いった小口貨物を対象として、各種宅配サービスを提供している。

○ 国際小口貨物市場を巡り、フォワーダー、インテグレーター、郵便事業者の関係は、「棲み分け」から「競合・競争・提携」へと

大きく転換しつつある。

【１．ニーズ】 国際小口貨物市場の動向 ～棲み分けから競合・競争・提携へ～

エクスプレス・ドキュメント ～2.5ｋｇまで

エクスプレス・カーゴ ～32ｋｇまで

（一般）

～32ｋｇまで

（一般）

クロネコ国際メール便 ～1ｋｇまで

国際宅急便 ～25ｋｇまで

（ヤマト・ロジスティクスが販売）

エクスプレス・ドキュメント ←250ｇまで

ジャンボ・ボックス ～25ｋｇまで

ワールド・パーセル・エクスプレス ～50ｋｇまで

エクスプレス・パレット

～68ｋｇまで

フェデックス・インターナショナル・プライオ
リティ・フレイト

～30ｋｇまで

（なし）

【凡例】
書類 宅配便 一般貨物

（書類・宅配便・一般共通）

（信書、書類、宅配便共通）

50ｋｇ 68ｋｇ
サービス名称

重量

30ｋｇ 32ｋｇ2.5ｋｇ 25ｋｇ250ｇ 1ｋｇ
提供事業者

（書類・宅配便共通）

ＦＥＤＥＸ

ＵＰＳ

日本通運

ヤマト運輸

ＤＨＬ

近鉄エクスプレス
クーリエ （書類・宅配便共通）

郵便事業

フェデックス・インターナショナル・プライオ
リティ

（名称及び重量等の指定無し）

国際郵便（ＥＭＳ含む）

ス
モ
ー
ル
・パ
ッ
ケ
ー
ジ

ク
ー
リ
エ

一
般
貨
物
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７５

４０

１０４

２２
５２

３８

欧州域内

欧 州

１１３

１.８倍

２.０倍 北 米

北米域内

１６０

２３７

２.４倍

単位：億ドル
資料：郵政公社資料(2004.8）より国土交通省航空局作成

アジア域内

２２
６８

アジア

３.１倍

２０２

2002

2002

2002

2002 2002

2002

2012予測

2012予測

2012予測

2012予測

2012予測

2012予測

１.５倍

２.６倍

○ 国際小口貨物市場は、書類、製品サンプル、部品等の需要の伸び、大口貨物の少量多頻度輸送化等を背景として、１０年間

で１．９倍（アジア域内では３．１倍）という急速な拡大が予測されている。

【１．ニーズ】 国際小口貨物市場の動向 ～アジア市場の拡大～
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2.00%

シェア（％）

クーリエ

スモール・パッケージ

クーリエ＋スモール・パッケージの合計が日本発着の国際航空貨物全体の実績に占めるシェア（重量ベース）

出典：国土交通省調べ

【１．ニーズ】 日本発着国際小口貨物の航空輸送実績

備考：クーリエとは、契約書、船積書類、業務用資料等の書類を対象とするサービス。

スモール・パッケージとは、商品サンプル、機械部品等の小型・軽量の貨物を扱うサービス。

資料：国土交通省調べ

（トン）
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【１．ニーズ】 郵便の航空輸送実績（国際・国内）
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航空貨物輸送に占める郵便のシェア（内際計）

資料：「空港管理状況調書」（国土交通省）

（トン）
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出典：数字で見る物流

【１．ニーズ】 宅配便・郵便小包の輸送実績（国内）

資料：「数字で見る物流」（（社）日本物流団体連合会）より国土交通省航空局作成
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【１．ニーズ】 国際航空貨物の品目と特性 ～海上輸送と航空輸送～

○ 国際貨物輸送量においては海上輸送が太宗を占めるものの、輸送量伸び率において航空輸送は海上輸送を上回っている。

海上輸送
958,930（９９．７％）

航空輸送
3,173 （０．３％）

海上輸送と航空輸送の分担率 （2006年度）

海上輸送 105,114（７２％）

航空輸送
40,794 （２８％）

海上輸送と航空輸送の分担率 （2006年度）

［単位：１０億円］［単位：千トン］
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資料：「数字で見る物流」（（社）日本物流団体連合会）より国土交通省航空局作成
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海上輸送と航空輸送の輸送量伸び率 （1990年を100%として計算）

（年度）

＜重量ベース＞ ＜金額ベース＞

（年度）

資料：「外国貿易概況」（（財）日本関税協会）より国土交通省航空局作成

海上輸送と航空輸送の輸送量伸び率 （1990年を100%として計算）
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食料品

繊維及び同製品

化学製品

非金属鉱物製品

金属及び同製品

機械機器
合計
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H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

（％）

備考：航空化率とは、貨物全体に占める航空貨物割合である。（金額ベース）

資料：「外国貿易概況」（日本関税協会）より国土交通省航空局作成

30.4

64.5

65.8

28.4

50.9

89.1

30.8

77.4

41.7

30.8

24.4

8.7

95.6

32.8

83

27.4

46.5

14.8

14.5

7.5

H17

29.931.532.130.829.734.831.827.831.1合計

67.461.361.564.761.464.564.364.870.5（時計）

67.165.363.861.251.353.448.843.444.1（科学光学機器）

29.616.59.314.110.211.79.111.114.5（航空機）

50.853.952.950.148.761.35755.762（電気計測機器）

90.988.989.387.985.486.985.881.580.1（半導体等電子部品）

28.338.734.638.734.938.5342623（音響機器）

79.475.478.479.473.871.862.150.841.1（映像機器）

39.84448.246.246.859.758.456.556.3（事務用機器）

30.032.231.231.730.336.933.62929.5機械機器

23.824.423.322.220.723.420.719.116.9（金属製品）

8.58.78.88.78.410.38.57.36.8金属及び同製品

96.49593.792.588.383.681.678.372（真珠）

29.234.435.63234.338.135.436.635.4非金属鉱物製品

82.184.183.984.183.782.980.874.371.7（医薬品）

26.427.728.927.42726.424.223.122.2化学製品

45.742.440.141.142.642.941－37.2（衣類）

14.914.714.81413.913.814.812.912.2（織物）

14.31514.613.913.813.914.312.412.2繊維及び同製品

8.37.87.67.54.75.56.34.44.8食料品

H18H16H15H14H13H12H11H10H9輸出（年度）

【１．ニーズ】 国際貨物品目の航空化率の推移 ＜輸出＞
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86.585.48583.484.384.883.682.483.9（時計）

69.581.282.480.577.479.577.775.375.8（科学光学機器）

97.898.298.397.795.39596.296.797.4（航空機）

85.287.588.389.29192.291.29191.2（電気計測機器）

97.19897.797.596.897.396.79492.9（半導体等電子部品）

49.550.345.637.729.731.527.824.728.2（音響・映像機器）

59.967.772.275.877.979.581.485.884.2（事務用機器）

97.598.297.293.196.895.895.395.997（航空機用内燃機関）

58.060.761.962.461.766.664.763.962.1機械機器

87.08686.184.784.183.581.9－79.5（医薬品）

39.640.242.542.541.139.53836.133.4化学製品

93.097.496.797.197.798.195.189.290.3（工業用ダイヤモンド）

0.40.50.60.70.70.40.70.80.7原料及び燃料

86.185.68592.192.994.595.592.177.8（生きた動物）

4.95.65.85.85.96.26.35.86食料品

H18H16H15H14H13H12H11H10H9輸入（年度）
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【１．ニーズ】 国際貨物品目の航空化率の推移 ＜輸入＞

備考：航空化率とは、貨物全体に占める航空貨物割合である。（金額ベース）

資料：「外国貿易概況」（日本関税協会）より国土交通省航空局作成
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【１．ニーズ】 国際航空貨物の品目①

国際航空貨物の品目（輸入）

資料：「国際航空貨物動態調査」（国土交通省）

○ 航空貨物は、一般に、付加価値が高く、時間的な正確性を求められる貨物が多い。

○ 品目類型としては、①生鮮品、半導体等、商品特性上恒常的に航空輸送されるもの、②薄型テレビ、ゲーム機等、商品の

プロダクト・ライフサイクルに従って航空輸送されるもの、③部材補給、納期遅れ対応等、緊急的に航空輸送されるものがある。

（トン/日） （トン/日）
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資料：「貿易統計」（財務省）より国土交通省航空局作成
備考：「国際航空貨物動態調査」（国土交通省）において輸出貨物量の伸び率が高い品目である「その他機械機器」と対応する品目（2桁のHSコード84～91）の輸出額を「貿易統計」

（財務省）から算出した。

単位：千円／％

順位 HSｺｰﾄﾞ 1999 2001 2003 2005 2007
年平均
成長率

1 8443
印刷機、その他のプリンター、複写機及びファクシミリ並びに部分品及び附
属品

8,443,969 8,310,053 9,578,039 13,140,871 205,630,750 49

2 8475
電球、電子管、せん光電球その他のガラス封入管の組立て用機械及びガラ
ス又はその製品の製造用又は熱間加工用の機械

4,003,524 10,368,367 9,383,181 20,109,891 79,258,216 45

3 8707 車体 225,152 157,491 339,064 1,067,239 1,876,690 30

4 8442

プレート、シリンダーその他の印刷用コンポーネントの調製用又は製造用の
機器、プレート、シリンダーその他の印刷用コンポーネント並びに印刷用に平
削りし、砂目にし、研磨し又はその他の調製をしたプレート、シリンダー及びリ
ソグラフィックストーン

398,689 425,367 883,882 4,952,857 3,084,774 29

5 9110
時計用ムーブメントで、単に組み立てることにより完成品となるもの及びこれ
を一部組み立てたもの、未完成の時計用ムーブメントで組み立てたもの並び
に時計用ラフムーブメント

3,977,405 15,271,650 16,883,596 13,254,202 24,505,114 26

6 8435 プレス、破砕機その他これらに類する機械 2,103 10,077 28,646 9,617 12,250 25

7 9007 映画用の撮影機及び映写機 79,651 446,349 294,110 324,146 449,714 24

8 8711 モーターサイクル、補助原動機付きの自転車及びサイドカー 1,425,446 1,341,335 3,858,454 2,338,587 6,830,127 22

9 8526 レーダー、航行用無線機器及び無線遠隔制御機器 10,281,064 8,962,877 17,998,776 28,003,363 47,640,683 21

10 8430
その他の移動用、地ならし用、削り用、掘削用、突固め用、採掘用又はせん
孔用の機械並びにくい打ち機、くい抜き機及び除雪機

68,828 57,142 68,836 132,016 314,253 21

11 8607 鉄道用又は軌道用の機関車又は車両の部分品 259,265 406,271 330,406 445,620 1,053,438 19

12 8703 乗用自動車その他の自動車 2,295,341 4,664,860 7,008,559 10,450,437 9,038,374 19

13 8539 フィラメント電球及び放電管並びにアーク灯 38,499,743 54,693,941 82,077,218 120,583,929 146,009,057 18

14 8608
信号用、安全用又は交通管制用の機械式機器及び鉄道又は軌道の線路用
装備品並びにこれらの部分品

152,409 143,452 132,016 284,287 558,668 18

15 8454 転炉、取鍋、インゴット用鋳型及び鋳造機 699,257 1,053,838 1,314,365 1,469,045 2,556,805 18

16 8523 ディスク、テープ、不揮発性半導体記憶装置、スマートカードその他の媒体 121,245,434 96,103,233 175,586,844 284,737,476 439,730,826 17

17 8406 蒸気タービン 1,531,468 3,872,310 2,753,686 5,011,657 5,537,671 17

18 8431 第84.25項から第84.30項までの機械に専ら又は主として使用する部分品 8,148,178 11,596,390 14,112,266 22,289,066 27,176,596 16

19 9001
光ファイバー、光ファイバーケーブル、偏光材料製のシート及び板並びにレ
ンズ、プリズム、鏡その他の光学用品

123,229,923 218,889,254 287,507,105 420,611,652 403,792,344 16

20 8511
火花点火式又は圧縮点火式の内燃機関の点火又は始動に使用する種類の
電気機器並びにこれらの内燃機関に使用する種類の発電機

6,790,762 8,239,910 14,342,289 16,775,692 21,462,703 15

【１．ニーズ】 国際航空貨物の品目②

機械機器の航空輸出額の推移 (1999-2007)



59

資料：「貿易統計」（財務省）より国土交通省航空局作成
備考：「国際航空貨物動態調査」（国土交通省）において輸入貨物量の伸び率が高い品目（「半導体等」、「その他機械機器」）と対応する品目（2桁のHSコード84～91）の輸入額を「貿易

統計」（財務省）から算出した。

単位：千円／％

順位
HSｺｰﾄﾞ
(4桁）

品目 1999 2001 2003 2005 2007
年平均
成長率

1 8403 セントラルヒーティング用ボイラー 2,559 25,687 35,526 126,571 93,295 57

2 8705 特殊用途自動車（例えば、救難車、クレーン車等） 6,365 180,939 39,821 58,622 202,767 54

3 8521 ビデオの記録用又は再生用の機器 1,927,318 6,838,991 9,433,599 15,719,244 43,324,028 48

4 8427
フォークリフトトラック及び持上げ用又は荷扱い用の機器を装備したその他の作
業トラック

5,655 20,014 37,793 64,599 96,459 43

5 8523 ディスク、テープ、不揮発性半導体記憶装置、スマートカードその他の媒体 13,749,891 16,351,033 29,435,494 79,895,341 190,390,271 39

6 8417 炉（電気炉を除く） 2,141,874 3,853,837 5,774,061 9,049,953 23,827,330 35

7 8609 コンテナ 115,536 346,372 473,015 622,785 1,223,010 34

8 8519 音声の記録用又は再生用の機器 3,608,835 7,719,106 10,545,003 8,987,017 36,965,658 34

9 8476 物品の自動販売機 265,524 1,404,988 2,550,197 2,704,289 2,343,436 31

10 8475
電球、電子管、せん光電球その他のガラス封入管の組立て用機械及びガラス又
はその製品の製造用又は熱間加工用の機械

2,748,925 5,592,980 5,501,526 9,428,358 24,211,789 31

11 8404 補助機器 41,892 43,378 36,127 8,821 330,996 29

12 9107 タイムスイッチ 200,370 166,933 202,115 149,299 1,269,190 26

13 9002 レンズ、プリズム、鏡その他の光学用品 11,221,611 23,851,084 50,731,514 55,725,753 69,052,709 25

14 8528 モニター及びビデオプロジェクター並びにテレビジョン受像機器 5,826,842 7,859,004 15,714,926 21,313,315 35,435,548 25

15 8457
金属加工用のマシニングセンター、ユニットコンストラクションマシン及びマルチ
ステーショントランスファーマシン

133,656 412,470 101,629 313,979 782,226 25

16 8443 印刷機、その他のプリンター、複写機及びファクシミリ並びに部分品及び附属品 12,798,107 17,807,836 17,871,626 14,733,827 68,451,336 23

17 8478 たばこの調製用又は製造用の機械 272,858 1,827,108 954,554 1,198,708 1,320,347 22

18 8706 原動機付きシャシ 1,395 7,855 9,383 5,109 6,673 22

19 8704 貨物自動車 24,525 49,876 17,551 56,702 115,135 21

20 8406 蒸気タービン 1,131,814 10,076,232 6,027,099 5,946,128 5,151,377 21

【１．ニーズ】 国際航空貨物の品目③

機械機器の航空輸入額の推移 (1999-2007)
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資料：「日本出入航空貨物路線別取扱実績」（国土交通省）及び「外国貿易概況」（（財）日本関税協会）より国土交通省航空局作成

備考：輸出入単価＝輸出入額／輸出入貨物量

国際航空貨物の単価の推移(2002-2007)

【１．ニーズ】 国際航空貨物の高付加価値化

○ 国際航空貨物の輸送重量当たり単価は、輸出入ともに過去２年間で約１．２倍に上昇しており、国際航空貨物の更なる高付

加価値化が進展している。
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【１．ニーズ】 国際航空貨物の需要変動
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資料：「日本出入航空貨物路線別取扱実績」（国土交通省）

○ 日本発着の国際航空貨物は、輸出入ともに季節変動が極めて大きい。

○ 例年、８月及び１、２月は荷動きが低調である一方、９～１２月及び３、４月に増加する傾向にある。
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自動車

鉄道

航空

内航海運

○ 国内貨物輸送量においては陸上輸送（自動車等）が太宗を占めている。
○ 航空輸送は、輸送量では微少であるが、他の輸送モードが減少傾向にあるのに対し、唯一増加傾向を示している。
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備考：1990年を100%としてパーセンテージを表示。
資料：「陸運統計要覧」（国土交通省）

51,872(1.0%）416,644(7.7%）
1,095

(0.02%）

単位：千トン

【１．ニーズ】 国内航空貨物の動向①

国内航空貨物の品目

資料：「航空貨物流動実態調査」（国土交通省）

輸送モード別伸び率（重量ベース）

輸送モード別重量分担率（2006年度）

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

その他

その他の製造工業品

貴金属・美術品・骨とう品

その他の日用品

CD等電子媒体（磁気テープ）

証券類

書類・印刷物

新聞・出版物

衣類

糸・織物

製造食品・飲料

紙・パルプ

その他の化学製品・窯業品

医薬品

機械部品

機械

金属類

その他の農畜産品

植物

動物

水産品

果物

野菜

2006年

1996年

（トン／日）



63

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

1300

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

国内航空貨物量の推移（単位：千トン）

その他 134千トン（14.1%）

伊丹・関空便の取扱貨物（羽田便を除く）116千トン（12.2％）

羽田～大阪（伊丹・関空）便の取扱貨物 79千トン（8.3%）

羽田便の取扱貨物（大阪便を除く） 623千トン（65.4%）

（年度）

資料：「航空輸送統計年報」（国土交通省）より国土交通省航空局作成

24

羽田便の取扱貨物合計 702千トン（73.7%）

（千トン）

アメリカ同時
多発テロ
（H13.9）

需要予測値

1,065千㌧

需要予測値

1,215千㌧

952千トン

平成19年度
取扱量合計

29S H

セキュリティ強化
による他モード
への需要流出

【１．ニーズ】 国内航空貨物の動向②
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距離帯別輸送機関別分担率（平成１８年度）

【１．ニーズ】 国内貨物輸送における距離帯別モード間比較

（単位　：　千トン、％） 

距離帯

機関 輸送量 分担率 輸送量 分担率 輸送量 分担率 輸送量 分担率 輸送量 分担率 輸送量 分担率

全機関 4,296,372 100.0 599,085 100.0 274,660 100.0 178,715 100.0 107,018 100.0 129,707 100.0

鉄道 5,651 0.1 8,085 1.3 4,991 1.8 5,404 3.0 4,783 4.5 7,456 5.7

海運 122,737 2.9 110,373 18.4 109,046 39.7 83,241 46.6 68,924 64.4 92,625 71.4

自動車 4,167,983 97.0 480,621 80.2 160,598 58.5 89,937 50.3 33,045 30.9 29,141 22.5

航空 0 0.0 5 0.0 26 0.0 133 0.1 266 0.2 484 0.4

備考：

資料：

～１００ｋｍ未満
１００ｋｍ以上
　～３００ｋｍ未満

　７５０ｋｍ以上
～１０００ｋｍ未満

１０００ｋｍ以上～
５００ｋｍ以上
　～７５０ｋｍ未満

３００ｋｍ以上
　～５００ｋｍ未満

距離帯設定について（鉄道・海運・自動車）

　（２）　都道府県間距離は、県庁所在地のJR駅の駅間鉄道距離（主要ルートによる）で代表した。

「貨物・旅客地域流動調査」及び「航空輸送統計年報」（国土交通省）より国土交通省航空局作成

　（１）　都道府県内（47地域内）のトリップは、輸送距離100km未満とみなした。

距離帯設定について（航空）

　（１）か黒戦後との路線距離で設定した。
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２．サービス
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【２．サービス】 国際航空貨物のスペース・運賃の推移

○ 国際航空貨物輸送のスペース供給量は、航空機材の増加・大型化に伴い、長期的に増加傾向にある。

○ １９９８年以降の国際航空貨物運賃（日本発着）は全体として横ばいの傾向にある。

○ ２００４年以降、航空機燃料価格の高騰に伴い、燃油サーチャージ（ＦＳＣ）が上昇している。

備考：１バレル＝約１５９ℓ

ＦＳＣは、本邦航空会社３社の平均値（貨物搭載重量（ｷﾛｸﾞﾗﾑ）当たり単価）

資料：米国エネルギー庁資料等より国土交通省航空局作成

備考：２０００年を１００とする指数

資料：日本銀行「企業向けサービス価格指数」より国土交通省航空局作成
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【２．サービス】 航空機燃油価格・燃油サーチャージと日本発着航空貨物輸送実績の推移

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

2

0

0

1
年

4
月

2

0

0

1
年

8
月

2

0

0

1
年

1

2
月

2

0

0

2
年

4
月

2

0

0

2
年

8
月

2

0

0

2
年

1

2
月

2

0

0

3
年

4
月

2

0

0

3
年

8
月

2

0

0

3
年

1

2
月

2

0

0

4
年

4
月

2

0

0

4
年

8
月

2

0

0

4
年

1

2
月

2

0

0

5
年

4
月

2

0

0

5
年

8
月

2

0

0

5
年

1

2
月

2

0

0

6
年

4
月

2

0

0

6
年

8
月

2

0

0

6
年

1

2
月

2

0

0

7
年

4
月

2

0

0

7
年

8
月

2

0

0

7
年

1

2
月

2

0

0

8
年

4
月

2

0

0

8
年

8
月

2

0

0

8
年

1

2
月

輸送実績（トン）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

FSC（円/KG）
Kerosene（100円/ｂｂｌ）

輸送量（輸出）

燃油サーチャージ（ＦＳＣ）

ケロシン



68

資料：「日本出入航空貨物路線別取扱実績」（国土交通省）より国土交通省航空局作成

【２．サービス】 日本発着貨物輸送に占める本邦航空会社のシェア

本邦・外国航空会社による日本発着貨物積み取り量推移（平成９－１９年度）
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【２．サービス】 航空会社の貨物取扱状況比較①

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）、各空港資料等より国土交通省航空局作成

日 本 の 航 空 会 社 海 外 の 航 空 会 社

日本航空
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20
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100
(0)輸送実績（ﾄﾝ）

(0)輸送実績（ﾄﾝｷﾛ）

(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

日本貨物航空
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(0)輸送実績（ﾄﾝｷﾛ）

(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

大韓航空
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(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ航空

0

20

40

60

80

100
(0)輸送実績（ﾄﾝ）

(0)輸送実績（ﾄﾝｷﾛ）

(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

ｷｬｾｲﾊﾟｼﾌｨｯｸ航空
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(2)30ﾄﾝ/機以上の便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ
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【２．サービス】 航空会社の貨物取扱状況比較②

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）、各空港資料等より国土交通省航空局作成

JAL ANA NCA KAL SIA CPA DLH
JL NH KZ KE SQ CX LH

単位 区分 年次 出典 日本航空
全日本空
輸

日本貨物
航空 大韓航空

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
航空

ｷｬｾｲﾊﾟｼ
ﾌｨｯｸ航空

ﾙﾌﾄﾊﾝｻﾞ
航空

輸送実績 貨物輸送量 百万ﾄﾝ/年
定期・不定期合計、
国際、ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007 ICAO Traffic 511 225 211 920 1,061 687 1,104

百万ﾄﾝ/年
定期・不定期合計、
国際、ﾌﾚｰﾀｰ 2007 ICAO Traffic 281 59 211 688 433 388 593

貨物輸送ﾄﾝｷﾛ 10億ﾄﾝｷﾛ/年
定期・不定期合計、
国際、ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007 ICAO Traffic 7,319 2,612 1,372 8,753 13,179 8,550 18,837

10億ﾄﾝｷﾛ/年
定期・不定期合計、
国際、ﾌﾚｰﾀｰ 2007 ICAO Traffic 1,955 161 1,372 4,210 3,656 3,143 4,583

(1) ネットワーク
総路線数 路線

国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 128 90 32 145 211 107 429

ﾌﾚｰﾀｰ便就航路線 路線
国際、全世界、
ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 59 16 32 32 107 57 90

積載容量30ﾄﾝ/機以上の路線数 路線
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 69 26 32 88 150 57 95

週5便以上の路線数 路線
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 74 61 2 66 87 60 301

週5便以上×積載容量30ﾄﾝ/機以
上の路線数 路線

国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 12 10 2 40 45 20 21

乗入れ国数 国
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 32 23 10 43 51 31 88

(2) 運航頻度
総便数 便/週

国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 2,051 1,504 208 2,011 3,198 2,760 10,013

積載容量30ﾄﾝ/機以上の週便数 便/週
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 680 211 208 1,104 1,956 626 697

路線当たり平均便数（運航頻度） 便/週
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 16.0 16.7 6.5 13.9 15.2 25.8 23.3

(3) キャパシティ
総積載容量 ﾄﾝ/週

国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 70,936 28,084 23,398 63,317 130,455 95,530 105,156

路線当たり平均積載容量 ﾄﾝ/週
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 554.2 312.0 731.2 436.7 618.3 892.8 245.1

(4) 発着時間 拠点空港の総便数に占める深夜
早朝便のｼｪｱ ％

内際計、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 7.0 0.0 9.3 11.0 26.9 20.7 8.5
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【２．サービス】 日本航空の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【２．サービス】 全日本空輸の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【２．サービス】 日本貨物航空の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【２．サービス】 大韓航空の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【２．サービス】 シンガポール航空の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【２．サービス】 キャセイパシフィック航空の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【２．サービス】 ルフトハンザ航空の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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旅客機材の小型化が供給スペースに与える影響（例）

【B747-400 ⇒ B777-300 】 【B767-300⇒ B787-8】

【B767-300 ⇒ B737-800】 【B767-300⇒ A321】

座席数が減少する一方、貨物供給スペースは増加（搭載重量・容量とも）

座席数が減少し、貨物供給スペースも減少（搭載重量・容量とも）※ＵＬＤコンテナが搭載できなくなる

202㎥152㎥貨物搭載容量

２８トン１８トン貨物搭載重量

470席560席座席数

B777-300B747-400

125㎥109㎥貨物搭載容量

１６トン９トン貨物搭載重量

242席270席座席数

B787-8B767-300

44㎥109㎥貨物搭載容量

５トン９トン貨物搭載重量

170席270席座席数

B737-800B767-300

－109㎥貨物搭載容量

４トン９トン貨物搭載重量

195席270席座席数

A321B767-300

【２．サービス】 本邦航空会社の機材更新と供給スペースへの影響

○ 貨物機については、燃油価格高騰等を背景に燃費効率の良いB747-400F、B747-8F等への機材更新が進む見通しであり、総
機材数も増加する傾向にあるため、供給スペースは今後増加することが予測される。

○ 旅客機については、機材の小型化等により、一部の便においてベリーの供給スペース減少が予測される。特に早朝時間帯につ
いては、一般に貨物需要に比べ旅客需要は低いため、旅客便の小型化が進んだ場合、供給スペースの不足が懸念されている。
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近鉄ｴｸｽﾌﾟﾚｽ

日本通運

キャリア フォワーダー インテグレーター 郵便事業者

ＵＰＳ

ＦｅｄＥｘ

オランダ郵政

DHLジャパン

DHL

米国郵政公社

中国郵政局

ドイツポスト

フランス郵政

エアボーン

商船三井

ＡＮＡ

ＮＣＡ

ＪＡＬ

ヤマト運輸 郵便事業㈱

佐川急便

郵船航空サービス

佐川グローバルロジスティクス

商船三井
ロジスティクス

ヤマトロジスティクス

子会社

現地法人

2003年買収

2006年12月

1999年12月

1998年12月

2001年1月

2000年9月

2004年3月解消

1994年9月

2001年1月

子会社

子会社

子会社

1.4％出資

最大50％出
資

兄弟会社

4.6％出資

最大10％出資

子会社

2001年1月

5％出資

2007年10月

2006年4月

凡
例

：資本関係（→の方向に出資）

：提携関係（×は解消済）

：グループ関係

2007年8月

20％弱出資

2006年5月

日本郵船

オランダ郵政ＴＮＴ

子会社

子会社

2006年3月

DHLグローバルメール・ジャパン
現地法人現地法人

ＡＮＡ＆ＪＰエクスプレス

子会社

【２．サービス】 航空物流業界の動向①

○ 航空会社、フォワーダー、インテグレーター、郵便事業者は、荷主ニーズの多様化・グローバル化に対応して、サービス・メニュー

の拡充に努めるとともに、グローバル・ネットワークの構築、国際競争力の強化を図っている。

○ 近年、航空物流業界の合従連衡は加速しており、また、従来の業態や国境を越えた提携も増加している。

海外新聞普及

コードシェア

33.5％出資
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【２．サービス】 航空物流業界の動向②

ＩＡＴＡ航空フォワーダーランキング（2006年）

前年

1 (1) DHLダンザス・エア・アンド・オーシャン 2,916 ドイツポスト子会社　佐川、郵船航空サービスと提携

2 (2) 日本通運 1,020

3 (5) キューネ+ナーゲル 759 独系

4 (6) シェンカー 606 独系　西濃運輸と提携

5 (10) 郵船航空サービス 592

6 (9) 近鉄エクスプレス 569

7 (8) パナルピナ 531 スイス系　郵船航空サービスと提携

8 (3) エクセル 470 ドイツポスト子会社

9 (7) エクスペダイターズ 467 米系　富士物流と提携

10 (4) バックスグローバル 450 米系　西濃運輸と提携

11 (12) UPS 443 米系

12 (11) イージーエル 398 米系　2007年8月TNTロジスティクスと共にCEVAに合併

13 (19) SDV 290 仏系

14 (13) ユー・ティー・アイ 263 米系

15 (-) TNTロジスティクス 231 オランダ系

16 (-) 北京康捷空国際貨運 224 アジア系

17 (17) 阪急交通社 217

18 (20) 西日本鉄道 206

19 (14) ヘルマン 199 独系

20 (-) アジリティー 180 中東系

順位
備考売上高

（百万米ドル）
企業名
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【２．サービス】 航空物流業界の動向③

日本輸出航空貨物 本邦フォワーダー別シェア（2007年）

資料：航空貨物運送協会資料より国土交通省航空局作成

西日本鉄道
阪急交通社

4%

ソニーサプライチェーンソリューション

4%

日新

3%

商船三井ロジスティクス

3%

西濃シェンカー

3%

バンテックワールドトランスポート

3%

ケイラインロジスティックス

2%

ヤマトロジスティクス

2%

アイ･ロジスティクス

2%

日立物流

2%

阪神エアカーゴ

1%

TASエクスプレス

1%

その他

13%

ユービーエスサプライチェーン

ソリューション･ジャパン

2%

DHLグローバルフォワーディング・
ジャパン

4%

郵船航空サービス

12%

近鉄エクスプレス

14%

日本通運
21%

総計
1,315,373トン
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物流拠点は設けない
（企業間提携にて対応）

2004年に香港国際空港に
物流拠点を開設

2008年に上海
浦東空港に物流
拠点を開設予定

2008年にフィリピンから新
広州空港に物流拠点を移

設予定
アジアでの動向

オランダ
（アムステルダム）

ベルギー
（ブリュッセル）

アメリカ
（アトランタ）

アメリカ
（メンフィス）

本社

近鉄エクスプレスと提携
佐川急便

郵船航空サービスと提携
ヤマト運輸と提携
（2004年解消）日通と提携

日本企業との
提携状況

１３３億ドル２２７億ドル３９５億ドル１２４億ドル売上高(2006年)

約２００ヶ国約２２０ヶ国約２００ヶ国約２２０ヶ国サービス国・地域

４４機４２０機※ﾁｬｰﾀｰ機含む６０３機（２７７機）６７１機
保有航空機数
（うち自社機）

約１９，０００台約７２，０００台約９１，７００台約４４，０００台トラック台数

約１２８，０００人約１３２，０００人約４０７，２００人約１４０，０００人従業員数

ＴＮＴＤＨＬＵＰＳＦｅｄＥＸ

資料：各社HP資料等より国土交通省航空局作成

【２．サービス】 航空物流業界の動向④

主要インテグレーターの概要
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179 スカイネットアジア航空67 北海道エアシステム130 北海道エアシステム10

1,047 琉球エアコミューター889 琉球エアコミューター644 琉球エアコミューター9

1,699 日本エアコミューター1,092 スカイネットアジア航空1,385 ジャルエクスプレス8

3,753 ジャルエクスプレス1,278 日本エアコミューター2,076 日本エアコミューター7

9,603 北海道国際航空2,318 ジャルエクスプレス7,834 スカイマークエアラインズ1,474 日本エアコミューター905 日本エアコミューター6

10,874 スカイマークエアラインズ6,758 北海道国際航空15,861 エアーニッポン14,532 エアーニッポン6,879 エアーニッポン5

17,952 日本トランスオーシャン航空18,306 日本トランスオーシャン航空17,511 
日本トランスオーシャン 航
空

15,768 日本トランスオーシャン 航空13,831 南西航空4

28,011 ギャラクシーエアラインズ21,466 スカイマークエアラインズ170,365 日本エアシステム109,258 日本エアシステム76,521 日本エアシステム3

423,463 全日本空輸398,604 全日本空輸295,509 日本航空280,903 日本航空248,341 日本航空2

425,764 日本航空428,257 日本航空418,451 全日本空輸368,852 全日本空輸344,454 全日本空輸1

輸送量事業者名輸送量事業者名輸送量事業者名輸送量事業者名輸送量事業者名

2007年度2005年度2000年度1995年度1990年度

順位

本邦航空会社の国内航空貨物輸送量上位１０社の変遷

単位：トン

資料：「航空輸送統計年報」（国土交通省）より国土交通省航空局作成

【２．サービス】 国内航空貨物の輸送主体別内訳
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佐賀空港における輸送実績

貨物の主な内訳は、６～８割が宅配貨物で、佐賀発は野菜や魚
等の生鮮品・陶磁器等が主となっており、羽田発はビジネス文書
等が目立つ。

※資料：空港管理状況調書（国土交通省）

・平成１５年１１月より 羽田－新千歳 ＡＮＡ １便／日 Ｂ７７７－３００型旅客機（約２０トン／便）
・平成１６年 ７月より 羽田－佐賀 ＡＮＡ ２便／日 Ｂ７６７－３００型旅客機（約１０トン／便）

１８年２月からは １便／日 Ｂ７６７－３００ＥＲ型貨物専用機（約４５トン／便）

２０年７月からは 羽田→佐賀のみ １便／日
・平成１８年 ２月より 羽田－関西 ＡＮＡ ４便／週 Ｂ７６７－３００ＥＲ型貨物専用機（約４５トン／便）

１８年４月からは ６便／週、１８年１１月からは ９便／週、１９年４月から ８便／週
２１年４月からは 関西→羽田のみ ７便／週

・平成１８年 ２月より 中部－佐賀 ＡＮＡ １便／日 Ｂ７６７－３００ＥＲ型貨物専用機（約４５トン／便）
２０年１月に 廃止

・平成１８年１０月より 羽田－新北九州，那覇 ＧＸＹ 各６便／週 Ａ３００Ｂ４－６２２Ｒ型貨物専用機（約４７トン／便）
２０年１０月に 廃止

・平成１９年 ４月より 関西－新千歳 ＧＸＹ ６便／週 Ａ３００Ｂ４－６２２Ｒ型貨物専用機（約４７トン／便）
羽田－新千歳 ＧＸＹ ６便／週 Ａ３００Ｂ４－６２２Ｒ型貨物専用機（約４７トン／便）

２０年１０月に 廃止
・平成２０年 １月より 関西－佐賀 ＡＮＡ １便／日 Ｂ７６７－３００ＥＲ型貨物専用機（約４５トン／便）

２０年７月からは 佐賀→関西のみ １便／日

国内貨物便就航の動向

発着地は福岡県が半数以上を占める。

平成１７年１２月に、佐賀ターミナルビル（株）が整備した
第２貨物ターミナルビルが完成。

トン

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19年度

取卸

積込

・

・

・

【２．サービス】 国内深夜貨物便の動向
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３．オペレーション
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出荷 蔵置 通関

検収検収 計量 搭載

出荷 蔵置 通関 検収ULD化 計量 搭載

荷主通関

荷主バンニング

物流子会社

通関手続き不要

フォワーダーﾋﾞﾙﾄﾞｱｯﾌﾟ

ULD化

出荷 蔵置 通関 検収検収 ULD化 計量 搭載基本型

出荷 検収 蔵置 ULD化検収 計量 搭載国際郵便

出荷 検収 蔵置 通関 計量 搭載エクスプレス

インテグレーター

出荷 検収 蔵置 通関 ULD化 検収 計量 搭載インタクト

検収 ULD化 計量 搭載

荷主ﾋﾞﾙﾄﾞｱｯﾌﾟ

【３．オペレーション】 航空貨物の輸送プロセス

物流事業者
（フォワーダー、ＪＰ）

航空会社荷主

○ 航空貨物の輸送プロセスには、荷主、物流事業者、航空会社等、様々な主体が関与している。

○ 荷主ニーズの多様化・高度化に応じて、荷主、物流事業者、航空会社間の役割分担の異なる、様々な輸送モデルが派生して

いる。

ﾌｫﾜｰﾀﾞｰﾋﾞﾙﾄﾞｱｯﾌﾟ

荷主による自社通関

ULD化



87

（例）HACTL（香港航空貨物ターミナル）における輸出フロー
フォワーダー上屋

梱包
出荷

搬入
検収

セキュリティ
チェック

トラック積載
出荷

受取
検収

搭載

ビルドアップ
（８割程度）

混
載

イ
ン
タ
ク
ト

ビルドアップ
（２割程度）

計量
搬出

インタクトは１階へ、混載貨物は２階へ
それぞれ搬入される。

○ インタクト輸送方式では、フォワーダーがＵＬＤビルドアップを行うことにより、航空会社上屋内における作業時間の短縮が
可能となる。（日本では全体の約２割程度）

○ 香港空港のＨＡＣＴＬ等に代表される共同上屋方式では、航空会社の上屋機能を一箇所に集約することにより、狭隘な空
港用地を有効に活用している。

フォワーダー上屋

梱包
・
ＵＬＤ

ビルドアップ

検収
・
通関

インタクト輸送方式

航空会社専用上屋方式

FWD上屋

FWD上屋

FWD上屋

FWD上屋

A/L上屋

A/L上屋

A/L上屋

A/L上屋

共同上屋方式

FWD上屋

FWD上屋

FWD上屋

FWD上屋

共同上屋

共同上屋方式

荷送人 ＨＡＣＴＬ

【３．オペレーション】 インタクト輸送方式と共同上屋方式①

航空会社上屋

計量
・
搭載

ＵＬＤ
ビルドアップ梱包

従来型

インタクト
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【輸出（ＵＬＤ：８割）】
１階に搬入、チェック、計量後、コンテ

ナ・ストレージシステムへ搬出。（航空機積
込）

【輸出（バルク：２割）】
２階に搬入、チェック、ボックスパレット・

ストレージシステムにより５階へ移動後ビ
ルドアップ、計量後コンテナ・ストレージシ
ステムへ移動し１階より搬出。（航空機積
込）

【輸入（ＵＬＤ：一部）】
１階コンテナ・ストレージシステムへ搬入、

チェック、検収後、搬出。

【輸入（バルク：ほぼ全て）】
１階からコンテナ・ストレージシステムに
より５階へ搬入、ブレイクダウン、チェック、
検収後、ボックスパレット・ストレージシス
テムにて２階へ移動後、搬出。

＜１階：Ｇ／Ｆ＞
①ULDの引取・引渡
②小口貨物の搬出入
③危険貨物・生鮮貨物の搬出入

＜２階：１／Ｆ＞
①バルク貨物の搬出入
②生鮮貨物（冷蔵・冷凍）の搬出入

＜３階：２／Ｆ＞
①空ULDの保管・管理
②生鮮貨物の保管（冷凍庫）

＜５階：４／Ｆ＞
①貨物のビルドアップ・ブレイクダウン（ﾜｰ
ｸｽﾃｰｼｮﾝ）

＜４階：３／Ｆ＞
①貨物のビルドアップ・ブレイクダウン（ﾜｰ
ｸｽﾃｰｼｮﾝ）
②コントロールセンター

航空機へ

航空機から

※１ ＢＳＳ（ボックスパレット・ストレージシステム）
１万個の専用コンテナに収められたバルク貨物の位置等を一括管理、保管するシステム。（各フロアの中央部分）

※２ ＣＳＳ（コンテナ・ストレージシステム）
3,500個のビルドアップ済みＵＬＤを一括管理、保管するシステム。（各フロアの両サイド）

※３ ＣＯＳＡＣ（コミュニティシステム・エアカーゴ）
航空貨物の現在地照会、班出入指示等のやりとりを行うシステム。（民間航空局、税関、HACTL、フォワーダー、A/Lを結ぶ）

【３．オペレーション】 インタクト輸送方式と共同上屋方式②

○ ＨＡＣＴＬ内の設計上の特徴は、航空会社毎に特定の作業場を設定していないこと（共同上屋方式）及び保管・作業エリアの
設定にあたって輸出・輸入貨物の垣根を設けていないことにある。

○ 作業効率を向上させるための貨物保管・管理システムとして、「ＢＳＳ※１」「ＣＳＳ※２」「ＣＯＳＡＣ※３」が導入されている。

出典：香港エアカーゴターミナルHP資料等より
航空局作成
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○ ＪＰ日本郵便は、国内外の郵便ネットワークを活用して、国際郵便サービス（ＥＭＳ、国際小包等）を提供している。

輸出（発送）

お客様 国際郵便局 航空会社上屋 出発

梱包
出荷

搬入
検収

税関検査
（直接検査）

トラック積載
出荷

受取
検収

ビルドアップ
計量

搭載
出発

輸入（受取）

到着

取卸し

航空会社上屋

ブレイクダウン
検収

引渡

国際郵便局

搬入
検収

税関検査
（直接検査）

トラック積載
出荷

お客様

受取受取

集荷郵便局

受付
確認

出荷

配達郵便局

搬入 出荷

【３．オペレーション】 ＪＰ日本郵便の業務プロセス
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４．アセット
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ヒースロー

スキポール

3,600

ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ

4,000

フランクフルト

4,000
4,000

2,700
3,600

2,700

関 空

仁 川

浦 東

ﾁｪｯｸﾗｯﾌﾟｺｯｸ

3,800

チャンギ

3,800

１３１

２５２

２５２

１６１

１６１

２０３

２０７

４

１９９

２０５

６
１８９

１８９

３７４

３７４

６８

１８３

２５０

５

７６

８２

成 田

1

２２１

２２２

4,000

2,180  
(2,500)

羽 田

７１

７２（2010年供用予定）

3,000

2,500

3,000

2,500

4,000

4,000

3,891

1,962

3,658

（イギリス）

（オランダ）

（ドイツ）

（フランス）

（シンガポール） （香 港）

（中 国）

（韓 国）

ロサンジェルス

８１

１００

１８２

（アメリカ）

3,394

2,722

3,137

3,384

３６８

１６

３８４

3,300

2,700

2,800

2,700

メンフィス
（アメリカ）

3,400

3,300
2,014

3,500

3,450

3,750

4,000

4,000

3,750

4,000

4,000

4,000

4,000

滑走路（m）
計画中

供 用

空港名 貨物量（万ｔ）

国際線

国内線
（供用予定時期）

出典：滑走路はエアポートハンドブック２００６及びＡＣＩデータ
貨物量は継越貨物を含む（ＡＣＩデータ２００7）

（国・地域）

3,500

4,000

１３１

3,800

1

【４．アセット】 世界主要空港の滑走路本数・貨物取扱量
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ヒースロー

ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ・ｽｷﾎﾟｰﾙ

フランクフルト

関 空

仁 川

上海・浦東

ﾁｪｯｸﾗｯﾌﾟｺｯｸチャンギ

成 田

（イギリス）

（オランダ）

（ドイツ）

（シンガポール） （香 港）

（中国）

（韓 国）

ロサンゼルス（アメリカ）

ニューヨーク・JFK
（アメリカ）

空港名
（国・地域）

シカゴ・オヘア
（アメリカ）

単位：万トン
出典：ＡＣＩ

160
194 209

231 223 224

0

100

200

300

400

01年→06年：1.4倍

77 72 72 82 80 77

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01       02       03       04       05       06

01年→06年：1.0倍

01年→06年：1.54倍

150 167 181
210 212 231

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

207
248 264

309
340 358

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01年→06年：1.73倍

151 164 161 178 183 191

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01年→06年：1.26倍

117 123 122 132 130 126

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01年→06年：1.08倍

143 146 150
169 184 200

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01年→06年：1.4倍

118 124 131 142 145 152

0

100

200

300

400

01年→06年：1.29倍

01       02       03       04       05       06

28 47
93

137
160

183

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01年→06年：6.54倍

102 116 113 120 119 120

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01年→06年：1.18倍

84 87 87 95 100 99

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01年→06年：1.18倍

71 73 80 93 93 100

0

100

200

300

400

01       02       03       04       05       06

01年→06年：1.41倍

【４．アセット】 世界主要空港における国際航空貨物量の変遷
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【４．アセット】 国際拠点空港の貨物取扱状況比較①

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）、各空港資料等より国土交通省航空局作成

日 本 の 空 港 海 外 の 空 港

成田空港

0

50

100
(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の週便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

関西空港

0

50

100
(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の週便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

中部空港

0

50

100
(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の週便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

仁川空港

0

50

100
(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の週便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ空港

0

50

100
(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の週便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

香港空港

0

50

100
(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の週便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ

ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ空港

0

50

100
(1)総路線数

(1)30ﾄﾝ/機以上の路線数

(2)総便数

(2)30ﾄﾝ/機以上の週便数

(2)路線当たり便数

(3)総積載容量

(3)路線当たり積載容量

(4)深夜早朝便ｼｪｱ
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【４．アセット】 国際拠点空港の貨物取扱状況比較②

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）、各空港資料等より国土交通省航空局作成

NRT KIX NGO ICN SIN HKG FRA

単位 区分 年次 出典
成田空港 関西空港 中部空港 仁川空港

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
空港

香港空港
ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ
空港

(1) ネットワーク
総路線数

国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 91 53 38 131 117 134 196

ﾌﾚｰﾀｰ便就航路線
国際、全世界、
ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 28 24 18 48 49 75 60

週5便以上の路線数
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 62 29 21 56 58 63 140

積載容量30ﾄﾝ/機以上の路線数
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 37 27 19 85 77 75 61

週5便以上×積載容量30ﾄﾝ/機以
上の路線数

国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 12 12 4 35 42 19 14

乗入れ国数
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 32 25 14 24 29 36 55

(2) 運航頻度
総便数 （便/週）

国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 3,411 1,099 647 3,040 3,880 4,981 6,195

路線当たり平均便数（運航頻度） （便/週）
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 37.5 20.7 17.0 23.2 33.2 37.2 31.6

(3) キャパシティ等
総積載容量 （ﾄﾝ/週）

国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 119,355 37,868 16,712 111,614 145,021 167,075 89,255

路線当たり平均積載容量 （ﾄﾝ/週）
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 1,311.6 714.5 439.8 852.0 1,239.5 1,246.8 455.4

積載容量30ﾄﾝ/機以上の週便数 （便/週）
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 939 403 145 1,472 1,981 1,344 603

滑走路延長×本数 （m×本） － ｴｱﾎﾟｰﾄﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ2007

4,000×60
×1

2,180×60
×1

3,500×60
×1

3,500×60
×1

3,750×60
×2

4,000×60
×2

3,800×60
×2

4,000×60
×1

4,000×45
×2

週積載容量 （千トン/週）
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 50 17 9 64 98 60 43

（千トン/週）
国際、全世界、
ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 69 21 8 47 47 107 46

（千トン/週）
国際、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 119 38 17 112 145 167 89

(4) 発着時間 総便数に占める深夜早朝便のｼｪ
ｱ （％）

内際計、全世界、
ﾍﾞﾘｰ+ﾌﾚｰﾀｰ 2007年11月第1週 OAG時刻表 3.6 10.7 2.6 11.1 26.4 17.1 10.3
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関西国際空港

就航先（国際線）

アメリカ

エジプト アラブ首長国連邦

カタール トルコ

就航先（国内線）

※２００６年４月現在

旭川札幌

函館

秋田

羽田

鹿児島

福岡 松山

那覇

石垣

関西国際空港

女満別

福島

花巻

高知

： ２００８年１１月現在就航している都市

就航都市 ： 札幌 女満別 旭川 函館
花巻 秋田 福島 羽田＊
高知 松山 福岡 佐賀＊
鹿児島 那覇 石垣 宮古

＊関空/羽田・佐賀の定期貨物便
を含む

１６１６都市都市 ３９０３９０便／週便／週
※※２００８年１１月現在２００８年１１月現在

宮古

佐賀

（なお、台湾、香港及びマカオは地域としてカウントしている。）

就航先（国際線）

就航先（国内線）

中部国際空港

就航先（国際線）

中部国際空港

アメリカ

オーストラリア

韓国 中国 （台湾） （香港）
タイ フィリピン シンガポール
ベトナム インドネシア

ドイツ フランス ロシアフィ
ンランド

アラブ首長国連邦

１４１４カ国、２地域カ国、２地域
（（３２３２都市）都市） ３４４便３４４便／週／週

※２００８年冬ダイヤ

※２００４年７月現在

： ２００８年１１月現在就航している都市

中部国際空港

旭川
女満別

札幌

函館

青森

秋田

花巻

仙台

新潟

成田

米子

徳島松山福岡

長崎 大分

宮崎

鹿児島

那覇

熊本

釧路

就航都市 ： 札幌 女満別 釧路 旭川 函館
青森 秋田 花巻 仙台
新潟 成田 米子 徳島
松山 福岡 大分 長崎
熊本 宮崎 鹿児島 那覇

２１２１都市都市 ５６０５６０便／週便／週
※※２００８年１１月現在２００８年１１月現在

成田国際空港

イギリス フランス ドイツ オランダ
オーストリア イタリア デンマーク
スイス フィンランド ロシア
ウズベキスタン カザフスタン

韓国 中国 （台湾）（香港）モ
ンゴル ベトナム タイ フィ
リピン シンガポール インド
ネシア マレーシア インド
パキスタン スリランカ
モルディブ

エジプト イラン ト
ルコ

オーストラリア フィ
ジー ニュージーランド
パプアニューギニア

アメリカ カナダ
メキシコ ブラジル

３３６６カ国、２地域カ国、２地域
（（９８９８都市）都市） １７２６１７２６便／週便／週

※２００８年冬ダイヤ

就航先（国内線）

： ２００８年１１月現在就航している都市

就航都市 ： 札幌 小松 仙台 中部
大阪 広島 福岡 那覇

８８都市都市 １３３１３３便／週便／週
※２００８年１１月現在

札幌

仙台

伊丹

福岡

広島

小松

中部 成田国際空港

那覇

就航先（国際線）

成田国際空港

関西国際空港

イギリス フランス ドイツ オランダ
イタリア スウェーデン フィンランド
ウズベキスタン ロシア

韓国 中国 （台湾） （香港）
（マカオ） ベトナム タイ フィリ
ピン シンガポール インド
インドネシア マレーシア

オーストラリア
ニュージーランド

２５２５カ国、カ国、３３地域地域
（（６８６８都市）都市） ７６０７６０便／週便／週

※２００８年冬ダイヤ

アメリカ

エジプト アラブ首長国連邦

カタール トルコ

【４．アセット】 国際拠点空港における国際・国内ネットワークの現状（旅客便・貨物便計）
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【４．アセット】 国際拠点空港における国際・国内ネットワークの現状（貨物便のみ）

近畿圏：関西国際空港

羽田

関西国際空港

： ２００８年１１月現在就航している都市

就航先（国内線・羽田）

： ２００８年１１月現在就航している都市

東京国際空港（羽田）

就航先（国内線）

首都圏：成田（国際）、羽田（国内）

中部国際空港

中部圏：中部国際空港

就航先（国内線）

就航都市 ：－

就航ダイヤ設定無
※※２００８年１１月現在２００８年１１月現在

佐賀

（なお、台湾及び香港は地域としてカウントしている。）

就航都市 ： 新千歳、関西、佐賀

３３都市都市 ２２２２便／週便／週
※※２００８年１１月現在２００８年１１月現在

佐賀 関西

新千歳

（2007年4月より、新千歳便 週６便増加予定）

就航都市 ： 羽田 佐賀

２２都市都市 １５１５便／週便／週
※※２００８年１１月現在２００８年１１月現在

就航先（国際線）

成田国際空港

１４１４カ国、２地域カ国、２地域
（（３６３６都市）都市） ２６３２６３便／週便／週

イギリス フランス ドイツ
オランダ イタリア ロシア

韓国 中国 台湾
香港 タイ フィリピン
シンガポール マレーシア
インドネシア

※２００８年冬ダイヤ

アメリカ

〔全便数に占める貨物便の割合：１５％〕

就航先（国際線）

関西国際空港

１６１６カ国、２地域カ国、２地域
（（３５３５都市）都市） １５９１５９便／週便／週

※２００８年冬ダイヤ

アメリカ

イギリス ドイツ フランス

オランダ スウェーデン ロシア

韓国 中国 （台湾） （香港）
タイ フィリピン マレーシア
シンガポール ベトナム インド

中部国際空港

アメリカ

韓国 中国 （台湾） (香港)
タイ

就航先（国際線） ５５カ国、カ国、２２地域地域
（（９９都市）都市） ２８便２８便／週／週

ロシア

※２００８年冬ダイヤ

〔全便数に占める貨物便の割合：２１％〕 〔全便数に占める貨物便の割合：８％〕

オーストラリア
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【４．アセット】 成田国際空港の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【４．アセット】 関西国際空港の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【４．アセット】 中部国際空港の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【４．アセット】 仁川国際空港の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【４．アセット】 シンガポール国際空港の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【４．アセット】 香港国際空港の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
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【４．アセット】 フランクフルト国際空港の国際貨物ネットワーク

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成



104

10000

8000

6000

4000

2000

0

2000

4000

6000

8000

10000

０時台 １時台 ２時台 ３時台 ４時台 ５時台 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 １０時台 １１時台 １２時台 １３時台 １４時台 １５時台 １６時台 １７時台 １８時台 １９時台 ２０時台 ２１時台 ２２時台 ２３時台

供給スペース（トン）

成田：出発 関空：出発 中部：出発 成田：到着 関西：到着 中部：到着

【４．アセット】 成田・関空・中部の国際航空貨物の時間別供給スペース（全路線）

資料：「ＯＡＧ時刻表」、各空港資料等より国土交通省航空局作成

備考：２００８年３月の１週間分の合計供給スペース

旅客便についてはOAGを基に搭載スペースを算出した。
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供給スペース（トン）

成田：出発 関空：出発 中部：出発 成田：到着 関西：到着 中部：到着

【４．アセット】 成田・関空・中部の国際航空貨物の時間別供給スペース（ＴＣ１方面）

資料：「ＯＡＧ時刻表」、各空港資料等より国土交通省航空局作成

備考：２００８年３月の１週間分の合計供給スペース

ＴＣ１（北米大陸・南米大陸・ハワイ）方面の便のみを集計

旅客便についてはOAGを基に搭載スペースを算出
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供給スペース（トン）

成田：出発 関空：出発 中部：出発 成田：到着 関西：到着 中部：到着

【４．アセット】 成田・関空・中部の国際航空貨物の時間別供給スペース（ＴＣ２方面）

資料：「ＯＡＧ時刻表」、各空港資料等より国土交通省航空局作成

備考：２００８年３月の１週間分の合計供給スペース

ＴＣ２（ヨーロッパ・アフリカ・中東）方面の便のみを集計

旅客便についてはOAGを基に搭載スペースを算出
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供給スペース（トン）

成田：出発 関空：出発 中部：出発 成田：到着 関西：到着 中部：到着

【４．アセット】 成田・関空・中部の国際航空貨物の時間別供給スペース（ＴＣ３方面）

資料：「ＯＡＧ時刻表」、各空港資料等より国土交通省航空局作成

備考：２００８年３月の１週間分の合計供給スペース

ＴＣ３（中東を除くアジア・オセアニア）方面の便のみを集計

旅客便についてはOAGを基に搭載スペースを算出
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仁川国際空港における発着時間別便数（ベリー＋フレーター）

【４．アセット】 仁川国際空港の国際航空貨物の時間別供給スペース

資料：「ＯＡＧ時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成
備考：2007年11月の１週間分の合計便数
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・年間発着能力は２万回増加（２０万回→２２万回）

・２０１０年３月 供用開始予定

成田空港の北伸事業

滑走路（3,500m)
旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

空港連絡橋

Ｎ

東
京
湾

多
摩
川

Ａ滑走路
3,000ｍ Ｃ滑走路

3,000ｍ

Ｂ滑
走路

2,50
0ｍ

連絡誘導路

第
１
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

第
２
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

国
際
線
地
区

新設滑走
路 2,500ｍ

・年間発着能力を再拡張前と比較して約
１．４倍の４０．７万回に増強（供用開始
時に国際定期便を昼間３万回、深夜早
朝約３万回就航）
・２０１０年１０月供用開始予定

羽田空港の再拡張事業

【４．アセット】首都圏の空港容量の拡大と航空物流機能の２４時間化

○ ２０１０年の供用開始を目指し、成田空港の北伸事業と羽田空港の再拡張事業を推進中。

首都圏空港における国際航空機能拡充＜2010年に向けた施策＞
羽田空港羽田空港 国際定期便を昼夜合わせて国際定期便を昼夜合わせて約６万回就航約６万回就航 成田空港成田空港 国際定期便を国際定期便を約２万回増約２万回増

〔〔昼間：約３万回昼間：約３万回〕〕

羽田にふさわしい近距離アジア・ビジネス路線を展開羽田にふさわしい近距離アジア・ビジネス路線を展開
羽田の増枠は、管制官及びパイロット双方の慣熟により安全を 確保しつつ段階的に実施
するが、供用開始当初の増枠分をできるだけ(約３万回)国際線に振り向ける。
羽田にふさわしい近距離アジア・ビジネス路線として、ソウル、上海等の都市、更に、北京、
台北、香港まで就航。

〔〔深夜早朝：約３万回深夜早朝：約３万回〕〕

欧米を含む世界の主要都市に就航し、首都圏全体の国際航空機能を２４時間化欧米を含む世界の主要都市に就航し、首都圏全体の国際航空機能を２４時間化
騒音問題により成田が閉鎖されている深夜早朝（23時～翌６時）に、国際定期便を就航
させ、首都圏空港一体として国際航空機能の２４時間化を実現。
２３時～翌６時の時間帯だけでは欧米便等について旅客利便性の良いダイヤの設定が
困難であり、また、成田では６時台の出発・２２時台の到着がないこと等を踏まえ、
６時台・２２時台に羽田からの国際線の就航を可能とし
（これまで羽田は６時台の到着・２２時台の出発のみ特定
時間帯として国際線の就航が可能）、同時間帯を成田と
羽田の国際航空機能をリレーするための時間帯（リレー
時間帯）として活用。これにより、欧米をはじめとした世界
の主要都市へ国際旅客定期線の就航を実現。

豊富な国際線ネットワークを更に強化豊富な国際線ネットワークを更に強化
約２万回の増枠を国際線に充当して、我が国の
国際航空需要に応える。

都心とのアクセスを改善
日暮里＝成田間を５１分から３６分に大幅短縮

首都圏空港の首都圏空港の

一体的活用一体的活用
• 滑走路延伸を踏まえた長距離路線の充実
• 需要の伸びの著しいアジア諸国と国際ネットワーク
の拡充
• 高需要路線のデイリー化 等

上記の具体的施策を実現できるよう所要の航空交渉を精力的に推進するとともに、今後、（１）羽田に深夜早
朝発着する国際線旅客への対応（空港アクセスの確保等）、（２）首都圏から両空港へのアクセス改善、（３）成
田の国際線と羽田の国内線の乗継利便性の向上等に取組み、成田と羽田の有機的連携の強化を図りながら、
両空港の一体的な活用を推進していく。

約５万回増約５万回増
（成田約２万回（成田約２万回

＋羽田約３万回）＋羽田約３万回）

２３時２３時

６時６時

〔〔昼間昼間〕〕
〔深夜・早朝〕

成田空港成田空港

約３万回増約３万回増
（羽田）（羽田）

羽田空港羽田空港

近距離アジア・近距離アジア・

ビジネス路線ビジネス路線

羽田空港羽田空港

２２時２２時

７時７時

連携リレーにより２４時間化

連携リレーにより
２４時間化

貨物地区の整備等による国際物流拠点機能の
高度化
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○平成８年度から２本目の滑走路(4,000ｍ)等を整備する二期事業に着手。
○平成16年12月の財務・国土交通両大臣間合意において、二期事業については、施設整備を２本目の滑走路の供用に必要
不可欠なものに限定し、先送りした事業は、限定供用後の需要動向、会社の経営状況等を見つつ行うことが決定。

○平成19年８月２日二本目滑走路供用開始により、我が国初の完全24時間運用可能な国際拠点空港が実現。

関西国際空港二期事業の概要【４．アセット】 関西空港の現状

旅客数の推移 国際貨物便就航便数の推移貨物量の推移
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※中部国際空港（株）公表資料より作成。

平成17年2月17日に開港。昨年の燃油費高騰や、それに続く世界的な景気減速等による不採算路線の見直しなどもあって、旅客・
貨物ともに利用状況に伸び悩みがみられる。

概 要 航空旅客数比較

国際航空貨物取扱量比較

（万トン）
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連絡鉄道
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アジア･ゲートウェイ構想（平成19年5月）､交通政策審議会航空分科会答申（平成19年6月）においては「将来に向けて、完全24時間化を
検討」、国土形成計画(全国計画)（平成20年7月）においては「完全24時間化を促進」とされており、航空局としては、国際航空ネットワー
ク拡充に向けた航空交渉を推進するとともに、地元が中心となって行う需要確保のための取組みに協力する。また、地域が策定する戦
略的構想を踏まえつつ、今後の取扱いを決めていくこととしている。
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滑走路3500ｍ

【４．アセット】 中部空港の現状
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【原木地区】
・日本通運（TACT⇒H9.自社）
・郵船航空サービス（TACT⇒H15.自社）
・近鉄エクスプレス（TACT⇒H16.自社）
・ｹｲﾗｲﾝﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ（TACT⇒自社）
・西日本鉄道（自社）
・商船三井ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ（自社）
・ﾊﾞﾝﾃｯｸﾜｰﾙﾄﾞﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ（自社）
・阪急交通社（TACT⇒自社）

【有明地区】
・佐川航空（H18）
・FedEx（H18）
・DHL
・日本通運
・ﾔﾏﾄﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ
・西日本鉄道
・新東京国際郵便局（H17）

（ﾌﾟﾛﾛｼﾞｽﾊﾟｰｸ東京Ⅱ）
・ＦｅｄＥｘ
・ﾔﾏﾄﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ等

新東京国際郵便局

日本通運

佐川ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴｸｽﾌﾟﾚｽ

DHL

西日本鉄道

西濃運輸

近鉄エクスプレス

西日本鉄道

バンテック

＜TACT跡＞
・日本通運
・郵船航空サービス
・近鉄エクスプレス
・ケイライン
・阪急交通社
・商船三井

松下ロジスティクス

【４．アセット】 成田～羽田間における物流施設の展開状況
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北海道

東北

関東甲信越

東海・北陸

近畿

中国・四国

九州・沖縄

成田
関空 中部

新千歳

○ 東日本圏では成田空港、西日本圏（近畿・中国・四国）では関西空港が、航空貨物の後背圏需要を取り込んでいる。

○ 中部空港は、中部圏（東海・北陸）においても、後背圏需要の取り込みは輸出３割、輸入４割に留まっている。

○ 北海道、九州においては、新千歳、福岡等、その地域における拠点的空港が後背圏の貨物需要を取り込んでいる。

那覇

福岡

資料：「平成19年度国際航空貨物動態調査」（国土交通省）
（各空港の利用シェアはトンベース）

関空：1%関空：3%

その他：4％その他：2％

中部：4%中部：3%

成田：91％成田：92％

輸入輸出

関空：－関空：23%

新千歳：72％新千歳：8％

中部：－中部：4%

成田：26％成田：65％

輸入輸出

関空：2％関空：3％

その他：1％その他：1％

中部：1%中部：1％

成田：96％成田：95％

輸入輸出

中部：42％中部：28％

関空：21％関空：21％

その他：1％その他：1％

成田：36％成田：50％

輸入輸出

関空：90％関空：77％

その他：6％その他：9％

中部：－中部：2％

成田：4％成田：12％

輸入輸出

関空：94％関空：81％

その他：－その他：1％

中部：1％中部：-

成田：5％成田：18％

輸入輸出

福岡：65％福岡：34％

関空：16％関空：36％

その他：1％その他：-

中部：－中部：4％

成田：18％成田：26％

輸入輸出

【４．アセット】成田・関空・中部の国際航空貨物の後背圏

関空：21％関空：27％

その他：4％その他：3％

中部：6％中部：7％

成田：69％成田：63％

輸入輸出

全国計
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国際航空貨物流動パターン（１９年度） （重量構成比、単位：％）

【４．アセット】 国際航空貨物の流動パターン

○ 国際航空貨物の発着は、成田空港（輸出63％、輸入約69％）と関西空港（輸出27％、輸入約21％）へ２極集中。
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47.9

1.9

欧　州

18.9

福岡

2.7

横浜

3.3

2.0

北　米

20.6

その他

0.7

中　部

9.1

都下
2.0

中南米
3.3

関　西

18.0

ｱﾌﾘｶ
0.7

神奈川県

11.2

大洋州

1.1

南港

4.9

他関東・甲信越

21.2

2.2

東海・北陸

19.7 3.9

門司

5.6

その他

5.0

3.8
その他近畿

9.2 5.2
九州

6.6

沖縄県
0.02

不明

3.9

大阪市

1.4

8.8

1.7

1.6 1.31.3 2.8

1.3

1.2

3.1

2.6

1.2

1.5

【輸出】
発地

税関

空港

相手国
・地域

 

 

都心
３区

西部
区

その
他
の区
区

そ の
他
大 阪
府

中国
・ 四
国

函
館

羽
田

4.3 9.03.1 17.0 8.7 4.7
1.8

4.7

3.3 47.3 3.1 5.4 16.1 4.6 2.0 1.8 2.6

18.9 14.2 10.6 15.7
7.0

6.6 2.9

1.7 1.8 1.3 2.2 2.7

2.8 1.9

4.8

神
戸

新千歳

0.01

0.2

北海道

0.2

東アジア

30.8

成　田

63.0

原木

3.7

東北

5.6

東南アジア

23.8

中　部

6.5

0.1

3.7

中近東
0.9

関　西

27.0

成　田

47.9

1.9

欧　州

18.9

福岡

2.7

横浜

3.3

2.0

北　米

20.6

その他

0.7

中　部

9.1

都下
2.0

中南米
3.3

関　西

18.0

ｱﾌﾘｶ
0.7

神奈川県

11.2

大洋州

1.1

南港

4.9

他関東・甲信越

21.2

2.2

東海・北陸

19.7 3.9

門司

5.6

その他

5.0

3.8
その他近畿

9.2 5.2
九州

6.6

沖縄県
0.02

不明

3.9

大阪市

1.4

8.8

1.7

1.6 1.31.3 2.8

1.3

1.2

3.1

2.6

1.2

1.5

 

 

都心
３区

西部
区

その
他
の区
区

そ の
他
大 阪
府

中国
・ 四
国

函
館

羽
田

4.34.3 9.09.03.13.1 17.017.0 8.78.7 4.74.7
1.81.8

4.74.7

3.33.3 47.347.3 3.13.1 5.45.4 16.116.1 4.64.6 2.02.0 1.81.8 2.62.6

18.918.9 14.214.2 10.610.6 15.715.7
7.07.0

6.66.6 2.92.9

1.71.7 1.81.8 1.31.3 2.22.2 2.72.7

2.82.8 1.9

4.84.8

神
戸

新千歳

0.01

0.2

北海道

0.2

東アジア

30.8

成　田

63.0

原木

3.7

東北

5.6

東南アジア

23.8

中　部

6.5

0.1

3.7

中近東
0.9

関　西

27.0

成　田

47.9

1.9

欧　州

18.9

福岡

2.7

横浜

3.3

2.0

北　米

20.6

その他

0.7

中　部

9.1

都下
2.0

中南米
3.3

関　西

18.0

ｱﾌﾘｶ
0.7

神奈川県

11.2

大洋州

1.1

南港

4.9

他関東・甲信越

21.2

2.2

東海・北陸

19.7 3.9

門司

5.6

その他

5.0

3.8
その他近畿

9.2 5.2
九州

6.6

沖縄県
0.02

不明

3.9

大阪市

1.4

8.8

1.7

1.6 1.31.3 2.8

1.3

1.2

3.1

2.6

1.2

1.5 1.4

8.8

1.7

1.6 1.31.3 2.8

1.3

1.2

3.1

2.6

1.2

1.5

【輸出】
発地

税関

空港

相手国
・地域

資料：「平成１９年度国際航空貨物動態調査」（国土交通省）
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【４．アセット】 国内航空貨物のネットワーク①

その他 ３路線

資料：「航空輸送統計年報」、「空港管理状況調書」（国土交通省）より国土交通省航空局作成

１０路線

仙台

７路線

石垣

※ 旅客便の路線数

平成19年度年間貨物量１万トン以上の路線（22路線）
※ 線の太さは、貨物量の多寡を示す

※ 円の大きさは、国内貨物取扱量の多寡を示す
※ 国内貨物取扱量が年間1万トン以上の空港を掲載

空港

その他路線数

平成19年度末時点運航国内深夜貨物便（6路線）

旭川

６路線

北九州

２路線

○国内航空貨物流動については、羽田路線への集中が顕著である。

○羽田空港以外では、各地域の拠点となる空港（新千歳、伊丹、福岡、那覇等）を中心にネットワークが形成されている。

５路線
宮古

その他 ９路線

松山

８路線宮崎その他 １９路線

鹿児島

その他 ９路線

函館

その他 ３０路線
伊丹

その他 ４路線

広島

その他 ２３路線

福岡

その他 10路線

長崎

その他 ３０路線

那覇

その他 ２１路線
中部

その他 １路線高松

その他 ７路線

熊本

その他 ２６路線

新千歳

その他 １路線

佐賀

その他 １６路線

関西

８路線

神戸

その他 ３３路線

羽 田

大分
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国内貨物取扱量及び国内旅客数上位１０空港の変遷
（１９９８－２００７）

資料：「空港管理状況調書」（国土交通省）

貨物取扱量

順位／歴年 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

1 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際

2 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳

3 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡

4 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇

5 大阪国際 大阪国際 大阪国際 大阪国際 大阪国際 大阪国際 大阪国際 大阪国際 大阪国際 大阪国際

6 関西国際 関西国際 関西国際 関西国際 関西国際 関西国際 名古屋 鹿児島 関西国際 関西国際

7 名古屋 名古屋 名古屋 名古屋 名古屋 名古屋 鹿児島 関西国際 中部国際 中部国際

8 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 関西国際 中部国際 鹿児島 鹿児島

9 熊本 熊本 熊本 広島 熊本 熊本 熊本 熊本 熊本 熊本

10 宮崎 広島 広島 熊本 広島 広島 広島 広島 広島 広島

旅客数

順位／歴年 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

1 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際 東京国際

2 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳 新千歳 大阪国際 大阪国際 大阪国際 新千歳 新千歳

3 福岡 福岡 福岡 福岡 大阪国際 新千歳 新千歳 新千歳 大阪国際 大阪国際

4 大阪国際 大阪国際 大阪国際 大阪国際 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡 福岡

5 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇 那覇

6 関西国際 関西国際 関西国際 関西国際 関西国際 名古屋 名古屋 中部国際 中部国際 中部国際

7 名古屋 名古屋 名古屋 名古屋 名古屋 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 関西国際

8 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 鹿児島 関西国際 関西国際 関西国際 関西国際 鹿児島

9 宮崎 宮崎 宮崎 宮崎 宮崎 広島 広島 熊本 熊本 熊本

10 長崎 長崎 広島 広島 広島 宮崎 宮崎 宮崎 宮崎 仙台

【４．アセット】 国内航空貨物のネットワーク②
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国内航空貨物流動パターン（１９年度）

資料：「平成１９年度航空貨物流動動態調査」（国土交通省）

【４．アセット】 国内航空貨物の流動パターン

○ 国内航空貨物の発着が最も多いのは羽田空港で、発地としては４２％、着地としては２５％を占める。

○ 空港間の貨物流動は、羽田・新千歳、羽田・福岡等の羽田を起点とする遠距離路線が多い。

北海道

13.2

北海道

16.3

東北

7.9

東北

2.8

関東

33.8

関東

21.9

東海

4.0

近畿

10.4

近畿

8.3

中国

4.2

中国

3.9

四国

2.6

九州

15.1

九州

23.1

沖縄

7.2

沖縄

17.5

新千歳

14.7

新千歳

11.5

羽田

25.0

羽田

42.1

中部

3.0

中部

1.1

甲信越
1.4

伊丹

7.8

伊丹

7.4

甲信越

0.9

東海

1.9

関西

1.8

関西

2.3

北陸

0.5

福岡

16.8

福岡

9.5

北陸

0.5

那覇

15.9

那覇

6.5

その他

16.9

その他

17.7

四国
1.9

不明

0.6

不明

0.05
発地域

発空港

着空港

着地域

 

2.911.5 33.6 7.2

3.7

9.0 6.4 6.16.4

5.1

8.1 3.0 12.4 7.9
9.2

4.6

10.2

2.9 2.9

14.6 21.8 6.2 16.4 15.8

6.7

（重量構成比、単位：％）

北海道

13.2

北海道

16.3

東北

7.9

東北

2.8

関東

33.8

関東

21.9

東海

4.0

近畿

10.4

近畿

8.3

中国

4.2

中国

3.9

四国

2.6

九州

15.1

九州

23.1

沖縄

7.2

沖縄

17.5

新千歳

14.7

新千歳

11.5

羽田

25.0

羽田

42.1

中部

3.0

中部

1.1

甲信越
1.4

伊丹

7.8

伊丹

7.4

甲信越

0.9

東海

1.9

関西

1.8

関西

2.3

北陸

0.5

福岡

16.8

福岡

9.5

北陸

0.5

那覇

15.9

那覇

6.5

その他

16.9

その他

17.7

四国
1.9

不明

0.6

不明

0.05
発地域

発空港

着空港

着地域

 

2.911.5 33.6 7.2

3.7

9.0 6.4 6.16.4

5.1

8.1 3.0 12.4 7.9
9.2

4.6

10.2

2.9 2.9

14.6 21.8 6.2 16.4 15.8

6.7

（重量構成比、単位：％）

発地域

発空港

着空港

着地域

 

2.92.911.511.5 33.633.6 7.27.2

3.73.7

9.09.0 6.46.4 6.16.16.46.4

5.15.1

8.18.1 3.03.0 12.412.4 7.97.9
9.29.2

4.64.6

10.210.2

2.92.9 2.92.9

14.614.6 21.821.8 6.26.2 16.416.4 15.815.8

6.76.7

（重量構成比、単位：％）
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５．スキーム
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成田空港 関西空港 中部空港

【注記事項】 各機関・施設の運用時間は平日のものであり、土日祝日は異なる。

○ 成田・関西・中部空港における各機関・施設の運用体制は、需要の増加に合わせて執務時間の延長等の対応がなされている。

【（参考）臨時開庁手数料】

●基本料金（NACCS使用）・・・・深夜帯：4,250円，その他：3,800円
●軽減措置 ・手数料軽減区域においては1/2に軽減（H16.4.１～）

・特例輸入者及び特定輸出者については1/4に軽減（H19.7.1～）
平成２０年４月より、全ての空港・港湾について廃止

【５．スキーム】 成田・関空・中部の２４時間運用体制

空港利用時間

輸出貨物上屋

　貨物受付時間

輸入貨物上屋

　貨物引渡時間

通関

植物検疫

動物検疫

食品検査

20 21 22 2316 17 18 1912 13 14 158 9 10 114 5 6 70 1 2 3

６時～２３時

２４時間

２４時間

８時３０分～２１時

８時３０分～２１時

６時～２４時

６時～翌２時
※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

空港利用時間

輸出貨物上屋

　貨物受付時間

輸入貨物上屋

　貨物引渡時間

通関

植物検疫

動物検疫

食品検査

20 21 22 2316 17 18 1912 13 14 158 9 10 114 5 6 70 1 2 3

２４時間

２４時間

８時３０分～２３時

６時～２４時

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

２４時間

８時３０分～１９時３０分

空港利用時間

輸出貨物上屋

　貨物受付時間

輸入貨物上屋

　貨物引渡時間

通関

植物検疫

動物検疫

食品検査

20 21 22 2316 17 18 1912 13 14 158 9 10 114 5 6 70 1 2 3

２４時間

８時３０分～２１時３０分

７時～２３時

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

２４時間

７時～２３時

９時～１７時

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

２４時間 ２４時間

（週２日（４時間～５時間）滑走路閉鎖）

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能
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○深夜早朝・休日を活用した迅速な国際物流を実現する観点から、臨時開庁制度の見直しが実施されている。

○国際物流におけるセキュリティ確保と円滑化の両立を図るため、これまで、輸出入者、倉庫業者等に対するＡＥＯ制度として、簡
易申告制度、特定輸出申告制度及び特定保税承認制度が順次整備されている。

○平成20年4月、通関業者、船会社、航空会社、フォワーダー等の運送者へのＡＥＯ制度が導入された。

ＡＥＯ制度
（AEO：Authorized Economic Operators（認定事業者））

民間企業と税関のパートナーシップを通じて、
国際貿易における安全確保と円滑化の両立を図る制度

＜これまでの取り組み＞

以下のように、貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された事業者に対し、
特例措置を適用

・輸入者⇒ 【簡易申告制度】（平成１３年３月導入）
貨物の到着前の申告・許可、納税申告前の貨物引取等ができる制度

・輸出者⇒ 【特定輸出申告制度】（平成１８年３月導入）
貨物がどこにあっても、輸出申告を行い輸出の許可を受けることが
できる制度

・倉庫業者⇒ 【特定保税承認制度】（平成１９年１０月導入）
届出による新たな保税蔵置場の設置、許可手数料の軽減等が受けら
れる制度

＜平成２０年度改正＞
・利便性向上のための制度の改善
簡易申告制度について、必要な場合にのみ引取担保の提供をするものに改める 等

・ＡＥＯ制度の対象となる事業者の拡大
国際物流全体がカバーされるよう、通関業者に加え、船会社、航空会社、
フォワ－ダ－等の運送者へのＡＥＯ制度を導入

・いわゆる「保税搬入原則」の見直し
ＡＥＯ輸出者以外の一般の輸出者についても、一定の要件の下、保税地域に搬入す
る前に輸出申告を行えるようにする

臨時開庁制度

税関の執務時間（平日8:30～17:00）外において、臨時の執務を求める場合には、
税関長の承認を受け、一定の手数料（4,550円～950円）の納付を必要とした制度

＜これまでの取り組み＞

・通関需要に対応し、夜間・休日等にも税関職員が常駐
（成田空港、関西空港、中部空港については、２４時間常駐）

・臨時開庁手数料を２分の１に軽減（１９区域）
平成１９年７月より、ＡＥＯ輸出入者については、更に２分の１（本則の４分の１）に軽減

（軽減例：NACCS使用時）
基本手数料 1/2 1/4

深夜早朝帯（22～5時） ４，２５０円 ⇒２，１２５円 ⇒１，０６３円
その他執務時間外 ３，８００円 ⇒１，９００円 ⇒ ９５０円

＜平成２０年度改正＞

・臨時開庁手数料の廃止

・臨時開庁手続の簡素化
①税関長の指定する常駐時間帯においては、執務時間外であっても、臨時開庁申請
手続を廃止。したがって成田空港、関西空港、中部空港については、２４時間手続
は不要
②常駐時間帯以外における申請手続については、承認制から届出制へ移行

【５．スキーム】国際競争力強化のための通関手続の特例措置の拡充等
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（航空会社、船会社、フォワーダー等）

○我が国においては、既に、輸出入者（荷主）、倉庫業者（保税蔵置場の被許可者）を対象とする制度が運用されている。

○関税・外国為替審議会答申に沿って、国際運送事業者についてもAEO認定の対象とすべく、関税法改正により特定保税
運送制度を創設。これにより、サプライチェーン全体をAEO認定事業者でカバーすることが可能となった。

輸入者

輸出者

倉庫業者 通関業者国際運送事業者

輸出者 輸入者 倉庫業者 通関業者 国際運送事業者

特定輸出申告制度 簡易申告制度 特定保税承認制度

平成20年度の関税法改正で創設

輸出

輸入

国際運送事業者

ＡＥＯ制度

開始時期 平成13年 3月 平成18年 3月 平成19年10月

（保税蔵置場の被許可者）

主な優遇措置
貨物到着前の

輸入申告が可
自社内での
輸出申告が可

手数料の軽減
保税運送手続の簡素化

（保税地域間の外国貨物の運送に係る手続が不要に）

サプライチェーンとＡＥＯ制度

特定保税運送制度
認定通関者制度

(特定保税運送制度)(特定保税運送制度)

【５．スキーム】国際運送事業者を対象としたＡＥＯ制度
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○関税関係法令について ○保税運送業務について ○国際運送貨物の運送業務に
ついて

過去の法令違反歴 業務遂行能力 「法令遵守規則」の整備と実施

○業法について

○上記以外の法令について
○国際運送貨物の運送業務
について

○具体的には、輸出入者を対象とした制度と同様、①過去一定期間に法令違反歴がないこと、 ②適正かつ確実に業務を遂行
できること、 ③「法令遵守規則」の整備と実施が承認の要件となる。

○国際運送事業者がＡＥＯとしての承認を得るためには、セキュリティ確保やコンプライアンスに係る取組が行われるなど、

優れた貨物管理体制を有することが条件。

国際運送事業者のAEO承認要件

・ 通関情報処理システム（NACCS）を
使用すること。
・ 適正かつ確実に業務を遂行できること

・ 法令を遵守するための規則を定めて
いること。

・ 適正かつ確実に業務を遂行できること。

・ 過去３年間、違反がないこと。

・ 過去３年間、違反がないこと。

・ 過去２年間、違反がないこと。

優良な貨物管理体制

「法令遵守規則」貨物情報

NACCSを使用

【５．スキーム】国際運送事業者を対象としたＡＥＯ制度 －承認要件－
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○原則として、保税運送を行う場合、税関から承認を受け、発着地で確認の届出を行う必要があるが、ＡＥＯ事業者には、その

手続が免除される。

【５．スキーム】国際運送事業者を対象としたＡＥＯ制度 －優遇措置①－
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○輸出者がＡＥＯでなくても、通関業者、運送業者がＡＥＯを取得していれば、輸出者の工場・倉庫等において輸出申告が可能。

【５．スキーム】国際運送事業者を対象としたＡＥＯ制度 －優遇措置②－
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付 録

航空物流に関する懇談会 委員等名簿 航空物流に関する懇談会 開催状況

■第１回懇談会
開催日時：平成２０年４月１７日（木） １６：００～１８：００
議 事：○ 委員紹介・座長紹介

○ 懇談会の開催スケジュールについて
○ 航空物流を巡る環境認識について

■ 第２回懇談会
開催日時：平成２０年６月１９日（木） １３：００～１５：００
議 事：○ 我が国航空物流のグランドデザインの基本骨格(案)

について

■ 第３回懇談会
開催予定：平成２０年１０月８日（水） １４：００～１６：００
議 題：○ 我が国航空物流のグランドデザイン・

アクションプラン(案)について

■ 第４回懇談会
開催予定：平成２１年３月１７日（火） １０：００～１２：００
議 題：○ 我が国航空物流のグランドデザイン(案)について

○ 平成２０年度の主な取り組み（報告）について
○ 平成２１年度以降の検討・推進体制（案）について

〈委　員〉（各五十音順） 

　荷主 

　　朝倉　健之　　　ソニーサプライチェーンソリューション株式会社 執行役員 国際物流担当

　　海江田　昭一 パナソニック株式会社 グローバルロジスティクス本部ロジスティクス推進センター 所長

    阪本　章博　　　サントリー株式会社 ＳＣＭ本部ロジスティクス推進部 部長

　　竹谷　隆　　    キヤノン株式会社 生産・ロジスティクス本部ロジスティクス業務センター 所長

　　浜田　景介　　　住友商事株式会社　総合物流部長

　航空フォワーダー 

　　伊藤　康生　　　日本通運株式会社 取締役 常務執行役員 

　　田中　正樹　　　郵船航空サービス株式会社 取締役 専務執行役員 

　　田中　洋一　　　株式会社近鉄エクスプレス 専務取締役 

　航空会社 

　　下野　雄二　　　日本貨物航空株式会社 執行役員 管理本部経営企画部長 

　　野本　明典　　　全日本空輸株式会社 常務取締役執行役員 貨物本部長 

　　平田　邦夫　　　株式会社日本航空インターナショナル 取締役 貨物郵便本部長 

　学識者 

　　加藤　一誠　　　日本大学 経済学部教授 

　　宮下　國生　　　大阪産業大学 経営学部長 

　〈オブザーバー〉 

　　空港会社等 

　    成田国際空港株式会社 

      関西国際空港株式会社

      中部国際空港株式会社

      東京国際エアカーゴターミナル株式会社

    関係行政機関　　 

　　  財務省関税局監視課 

　　  経済産業省商務流通グループ流通政策課 

                                            

（敬称略）　　

（平成21年3月17日時点）

座長


